
論

説
行
為
帰
属
論
の
展
開
に
み
る
国
家
責
任
法
の
動
向

兼

原

敦

子

一

は

じ

め

に

二

行
為
帰
属
論
に
お
け
る
法
実
証
主
義
の
規
範
論
理
に
よ
る
制
約
と
そ
こ
か
ら
の
離
脱

三

国
内
法
上
の
国
家
機
関
で
は
な
い
行
為
主
体
に
よ
る
行
為
の
国
家
へ
の
帰
属

四

法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
解
体
か
ら
新
理
論
構
築
へ
の
手
が
か
り

五

お

わ

り

に

一

は

じ

め

に

⑴

行
為
帰
属
論
の
展
開

国
家
へ
の
行
為
帰
属
は
、
国
際
違
法
行
為
と
と
も
に
国
家
責
任
の
発
生
要
件
の
一
つ
で
あ
る
が
、
何
を
も
っ
て
国
家
の
行
為
と
す
る

か
に
つ
い
て
の
適
当
な
法
的
擬
制
は
、
ま
さ
に
国
家
責
任
法
が
国
際
法
た
る
が
ゆ
え
に
、
固
有
に
内
包
す
る
課
題
で
あ
る
。
そ
し
て
、

あ
た
か
も
行
為
帰
属
論
の
枢
要
な
地
位
が
あ
ら
た
め
て
顕
現
し
た
か
の
よ
う
に
、
近
年
、
在
テ
ヘ
ラ
ン
米
国
外
交
・
領
事
職
員
事
件

改丁

1



（
大
使
館

１
）

事
件
）、
対
ニ
カ
ラ
グ
ア
軍
事
・
準
軍
事
活
動
事
件
（
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
）（

２
）

本
案
）、
タ
ジ
ッ
チ
事
件
（
控

３
）

訴
審
）、
イ
ラ
ン
・
米

国
請
求
権
委
員
会
に
お
け
る
諸
事
例
な
ど
、
注
目
す
べ
き
実
践
が
展
開
し
て
き
て

４
）

い
る
。
と
く
に
国
家
機
関
以
外
の
実
行
主
体
の
行
為

を
国
家
に
帰
属
さ
せ
る
点
に
着
目
し
て
、
行
為
帰
属
要
件
の
発
展
と
い
う
観
点
か
ら
、
こ
れ
ら
の
実
践
の
検
討
は
す
で
に
数
多
く
行
わ

れ
て
き
て

５
）

い
る
。

こ
う
し
た
機
運
の
中
で
、
二
〇
〇
七
年
の
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
の
適
用
に
関
す
る
事
件
（
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
）
の
本
案
判

決
も
、
行
為
帰
属
論
に
一
層
ふ
み
こ
ん
だ
判
断
を
示

６
）

し
た
。
さ
ら
に
、
国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
に
対
す
る
国
際
法
学
の
対
応
と
い
う
強
烈
な

動
機
も
え
て
、
行
為
帰
属
論
が
新
た
な
局
面
を
迎
え
て
い
る
よ
う
で

７
）

あ
る
。
そ
れ
は
、
国
家
の
観
念
の
見
直
し
、
非
国
家
主
体
の
行
為

に
関
連
し
て
国
際
義
務
と
国
家
責
任
を
負
う
国
家
の
範
囲
、
と
く
に
、
そ
の
決
定
基
準
と
し
て
の
領
域
基
準
の
動
揺
、
国
家
と
非
国
家

主
体
と
の
関
係
の
あ
り
方
の
変
化
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
の
方
法
論
な
ど
の
洞
察
と
再
検
討
を
、
強
く
要
請
し
て
も
い
る
。

国
家
責
任
発
生
要
件
の
変
化
と
い
う
視
点
か
ら
、
行
為
帰
属
論
の
展
開
を
た
ど
る
こ
と
の
意
義
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
た
だ
、
本
稿

で
は
視
点
を
変
え
て
、
最
近
の
実
践
に
み
る
行
為
帰
属
論
が
触
発
す
る
、
こ
こ
に
挙
げ
た
再
考
す
べ
き
多
様
な
要
因
な
ど
に
も
鑑
み
な

が
ら
、
主
に
次
の
問
題
意
識
か
ら
分
析
し
て
み
た
い
。

⑵

法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
に
お
け
る
規
範
論
理
へ
の
収
斂

国
家
責
任
法
は
、
外
交
保
護
に
関
す
る
混
合
・
請
求
委
員
会
や
仲
裁
な
ど
の
実
践
の
集
積
に
基
づ
き
、
一
九
世
紀
末
か
ら
二
〇
世
紀

は
じ
め
に
か
け
て
、
法
実
証
主
義
の
学
説
に
よ
り
理
論
化
さ
れ
体
系
化
さ
れ
た
。
主
に
途
上
国
で
経
済
活
動
を
す
る
外
国
人
（
先
進
国

国
民
）
が
損
害
を
受
け
た
場
合
に
、
外
国
人
本
国
は
問
題
を
国
際
法
平
面
に
移
し
て
、
在
留
国
に
よ
る
外
国
人
の
処
遇
に
つ
き
介
入
し

よ
う
と
し
た
。
つ
ま
り
、
国
家
責
任
法
の
実
践
も
そ
れ
を
基
礎
と
す
る
理
論
化
・
体
系
化
も
、
相
当
に
先
進
国
の
政
治
的
・
経
済
的
利

益
保
護
の
目
的
に
影
響
さ
れ
て

８
）

い
た
。

と
こ
ろ
が
、
国
家
責
任
法
が
理
論
化
・
体
系
化
さ
れ
、
国
際
連
盟
期
や
国
連
国
際
法
委
員
会
（
Ｉ
Ｌ
Ｃ
）
に
よ
る
法
典
化
の
試
み
を

2
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経
る
中
で
、
国
家
責
任
法
の
議
論
は
、
規
範
論
理
に
比
重
を
お
い
て
き
て
い
る
。
規
範
論
理
に
比
重
を
お
く
と
は
、
す
な
わ
ち
、
要
件

論
に
着
目
し
て
こ
れ
を
精
密
化
し
た
り
、
体
系
性
を
整
え
た
り
、
体
系
と
し
て
の
一
貫
性
を
確
保
し
た
り
す
る
こ
と
に
議
論
を
収
斂
す

る
と
い
う
意
味
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
国
家
責
任
法
の
成
立
の
歴
史
が
、
政
治
的
・
経
済
的
利
害
関
係
に
濃
厚
に
左
右
さ
れ
て
い
る
こ
と

と
、
顕
著
な
対
比
を
な
す
。
こ
の
特
異
な
対
比
は
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
に
お
け
る
方
法
論
に
主
た
る
理
由
が
あ
ろ
う
。

法
実
証
主
義
に
よ
る
国
家
と
個
人
の
関
係
の
と
ら
え
方
、
国
際
違
法
行
為
（
国
際
義
務
違
反
）
と
行
為
帰
属
と
を
各
々
独
立
の
二
要

件
と
し
て
想
定
し
て
い
る
こ
と
は
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
あ
り
方
を
既
定
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
行
為
帰
属
論
に
つ
い
て

も
同
様
で
あ
る
。
く
わ
え
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
が
採
用
し
た
「
二
次
規
則
」
と
し
て
の
国
家
責
任
法
と
い
う
方
法
論
も
、
議
論
の
射
程
を
制
約

す
る
。
そ
れ
ら
の
結
果
と
し
て
、
行
為
帰
属
論
は
、
一
次
規
則
上
の
義
務
の
内
容
や
そ
れ
が
反
映
す
る
価
値
・
利
益
・
政
策
に
、
原
則

と
し
て
は
か
か
わ
る
こ
と
な
く
、
義
務
違
反
の
態
様
と
結
び
付
け
ら
れ
る
こ
と
も
な
く
、
さ
ら
に
は
、
国
家
と
個
人
と
の
実
際
の
関
わ

り
方
に
は
関
心
が
希
薄
な
論
と
い
う
性
質
を
帯
び
て
き
て
い
た
の
で
あ
る
。

⑶

最
近
の
国
家
責
任
法
を
め
ぐ
る
議
論
の
傾
向

と
こ
ろ
で
、
と
り
わ
け
二
〇
世
紀
後
半
以
来
、
国
家
責
任
法
の
規
範
論
理
に
重
点
を
お
く
の
で
は
な
く
、
国
際
法
の
動
向
（
そ
の
具

現
す
る
価
値
・
利
益
・
政
策
な
ど
）
を
反
映
し
、
国
際
義
務
と
の
連
動
を
保
つ
国
家
責
任
法
の
対
応
と
も
い
え
る
議
論
が
、
ま
す
ま
す
顕

著
な
特
徴
と
な
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
次
の
諸
例
が
あ
る
。

国
際
違
法
行
為
に
差
別
化
を
は
か
り
、
国
家
犯
罪
に
は
通
常
の
国
際
違
法
行
為
と
は
異
な
る
法
的
結
果
を
認
め
る

９
）

こ
と
、
国
家
責
任

法
の
機
能
に
つ
き
、
法
益
侵
害
の
救
済
よ
り
も
相
対
的
に
合
法
性
回
復
機
能
に
重
点
を
移
す

10
）

こ
と
、
事
後
救
済
の
法
理
で
あ
る
国
家
責

任
法
が
、
将
来
予
防
保
証
や
違
法
行
為
中
止
と
い
う
請
求
を
そ
の
体
系
内
に
内
包
す
る

11
）

こ
と
、
国
際
違
法
行
為
責
任
と
は
異
な
る
原
理

に
立
つ
適
法
行
為
責
任
の
観
念
を
導
入
す
る

12
）

こ
と
、
な
ど
で
あ
る
。

こ
う
し
た
論
題
が
陸
続
と
現
れ
、
学
説
や
諸
国
の
関
心
を
高
め
て
い
る
こ
と
は
、
次
の
大
き
な
動
向
の
証
左
と
み
る
こ
と
が
で
き
る

3

行為帰属論の展開にみる国家責任法の動向（兼原敦子)



の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

国
家
責
任
法
は
、
も
は
や
法
実
証
主
義
の
堅
牢
な
規
範
論
理
を
固
守
し
て
、
そ
の
枠
内
で
操
作
を
加
え
る
こ
と
で
は
、
十
全
に
対
応

で
き
な
い
状
況
に
直
面
し
て
い
る
。
そ
う
し
た
課
題
に
柔
軟
に
か
つ
実
効
的
に
対
処
し
て
い
く
た
め
に
は
、
国
家
責
任
の
発
生
要
件
や

救
済
の
態
様
と
い
っ
た
要
因
を
修
正
・
変
更
す
る
と
い
う
着
実
な
方
法
か
ら
始
め
る
と
し
て
も
、
そ
の
根
底
に
あ
る
法
実
証
主
義
の
基

本
的
想
定
の
再
考
こ
そ
が
求
め
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
。
一
次
規
則
上
の
義
務
の
内
容
や
そ
れ
が
反
映
す
る
価
値
・
利
益
・
政
策
と
の

連
動
を
拒
否
す
る
こ
と
な
く
、
む
し
ろ
両
者
の
実
質
的
な
協
同
に
よ
り
、
国
際
法
が
め
ざ
す
目
的
の
達
成
を
は
か
る
べ
き
で
は
な
い
の

か
。行

為
帰
属
論
に
関
す
る
最
近
の
実
践
も
、
そ
う
し
た
視
点
か
ら
み
て
こ
そ
正
確
に
理
解
で
き
る
本
質
的
な
問
題
を
提
起
し
て
い
る
よ

う
に
み
え
る
。
具
体
的
に
は
、
一
次
規
則
と
二
次
規
則
の
区
別
の
相
対
化
、
な
い
し
は
、
国
際
義
務
と
行
為
帰
属
要
件
と
の
連
動
で
あ

り
、
法
実
証
主
義
の
根
底
に
あ
る
国
家
と
個
人
と
は
異
な
る
法
平
面
に
属
す
る
と
い
う
前
提
の
解
体
で
あ
る
。
本
稿
は
、
こ
の
よ
う
な

問
題
意
識
を
、
い
わ
ば
行
為
帰
属
論
を
素
材
と
し
て
検
討
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。
そ
こ
で
、
次
に
ま
ず
法
実
証
主
義
の
行
為

帰
属
論
が
、
そ
の
方
法
論
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
制
約
の
も
と
に
あ
っ
た
か
、
そ
し
て
、
そ
こ
か
ら
の
脱
却
の
契
機
は
ど
こ
に
あ
っ
た

か
と
い
う
点
か
ら
み
て
い
く
こ
と
に
す
る
。

１
）

IC
J R

eports
1980,

p
. 3.

２
）

IC
J R

eports
1986,

p
. 14.

３
）

38
In
tern

ation
al L

egal M
aterials

(1999),
p
. 1518.

４
）

イ
エ
ー
ガ
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イ
ラ
ン
事
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イ
ラ
ン
・
米
国
請
求
権
委
員
会
判
決
、82

In
tern

ation
al L

aw
 
R
eports
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p
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et seq
.

シ
ョ
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ラ
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会
判
決
、16

Iran
-U
.S
.
C
laim

s C
om
m
ission

 
T
ribu

n
al R

eports,
p
. 76

et seq
.

な
ど
。

５
）

行
為
帰
属
論
に
関
す
る
文
献
は
多
い
が
、
最
近
の
実
践
を
検
討
す
る
も
の
で
、
主
に
本
稿
の
適
当
な
箇
所
で
参
照
す
る
も
の
を
こ
こ
で
ま
と
め
て
挙
げ
て
お
く
。
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g a S
ta
te’s R

esp
o
n
sib
ility fo

r th
e E

x
p
lo
its o

f In
d
iv
id
u
a
ls A

ctin
g in

 
C
o
n
fo
rm
ity w

ith a S
ta
tem

en
t fro

m
 
a H

ea
d o

f S
ta
te,”

70
F
ord

h
am
 
L
aw
 
R
eview

(2002),
p
p
. 2603-2656;

N
o
llk
a
em
p
er,

A
.,
“C
o
n
cu
rren

ce
 

b
etw

een
 
In
d
iv
id
u
a
l R

esp
o
n
sib
ility

 
a
n
d
 
S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

 
in
 
In
tern

a
tio
n
a
l L

a
w
,”
52

In
tern

ation
al an

d
 
C
om
parative

 
L
aw
 
Q
u
arterly

(2003),
p
p
. 615-640;

C
o
v
e,
R
.
L
.,
“S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility fo

r C
o
n
stru

ctiv
e W

ro
n
g
fu
l E
x
p
u
lsio

n o
f F

o
reig

n N
a
tio
n
a
ls,”

11
F
ord

h
am
 
In
tern

a-

tion
al L

aw
(1988),p

p
. 802-838；

薬
師
寺
公
夫
「
国
際
法
委
員
会
『
国
家
責
任
条
文
』
に
お
け
る
私
人
行
為
の
国
家
へ
の
帰
属
」
山
手
治
之
・
香
西
茂
編
『
二
一
世

紀
国
際
社
会
に
お
け
る
人
権
と
平
和：

国
際
法
の
新
し
い
発
展
を
め
ざ
し
て―

―

上
巻

国
際
社
会
の
法
構
造：

そ
の
歴
史
と
現
状
』（
東
信
堂
、
二
〇
〇
三
年
）
二
六

一
｜
三
二
一
頁；

薬
師
寺
公
夫
「
国
家
責
任
法
典
化
作
業
に
お
け
る
私
人
行
為
と
国
家
の
注
意
義
務―

―

伝
統
的
ア
プ
ロ
ー
チ
の
軌
跡―

―

」
立
命
館
法
学
二
八
六
巻
六

号
（
二
〇
〇
三
年
）、
二
八
八
｜
三
六
一
頁；

拙
稿
「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
基
本
原
理
再
考
」（
兼
原
「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」）
立
教
法
学
五
九

号
（
二
〇
〇
一
年
）、
一
五
九
頁
以
下
、
と
く
に
一
六
二
｜
一
七
一
頁
。

６
）

h
ttp
: //w

w
w
.icj-cij.o

rg
/d
o
ck
et /files /91 /13685.p

d
f,
v
isited o

n th
e
12

o
f O

cto
b
er,

2007.

７
）

と
り
わ
け
二
〇
〇
一
年
九
月
一
一
日
の
同
時
多
発
テ
ロ
も
契
機
と
な
り
、
国
家
責
任
法
か
ら
の
対
応
を
検
討
す
る
文
献
は
多
い
が
、
主
に
本
稿
の
適
当
な
箇
所
で
参

照
す
る
も
の
を
こ
こ
に
ま
と
め
て
挙
げ
て
お
く
。B

eck
er,

T
.,
T
errorism

 
an
d
 
th
e
 
S
tate?

R
eth
in
kin

g
 
th
e
 
R
u
les
 
of
 
S
tate

 
R
espon

sibility
(2006);

C
o
cu
zza

,
C
.,
“S
ta
te In

v
o
lv
em
en
t in T

erro
rist A

ctiv
ities a

n
d E

co
n
o
m
ic S

a
n
ctio

n
s:
T
h
e L

ib
y
a
n C

a
se,”

7
Italian

 
Y
earbook of In

tern
ation

al
 

L
aw

(1986-1987),
p
p
. 190-215;

Jin
k
s,
D
.,
“S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility fo

r th
e A

cts o
f P

riv
a
te A

rm
ed G

ro
u
p
s,”

4(1)
C
h
icago Jou

rn
al of In

tern
a-

tion
al L

aw
(2003),

p
p
. 83-95;

T
ra
v
a
lo
,
G
.,
a
n
d
 
A
lten

b
u
rg
,
J.,

“T
erro

rism
,
S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

,
a
n
d
 
th
e U

se o
f M

ilita
ry
 
F
o
rce,”

4(1)

C
h
icago Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2003),
p
p
. 97-119;

D
u
p
u
y
,
P
. -M

.,
“S
ta
te S

p
o
n
so
rs o

f T
erro

rism
:Issu

es o
f In

tern
a
tio
n
a
l R
esp

o
n
sib
il-

ity
,”
in B

ia
n
ch
i,
A
.,
ed
.,
E
n
forcin

g In
tern

ation
al L

aw
 
N
orm

s again
st T

errorism
(E
n
forcin

g In
tern

ation
al N

orm
s again

st T
errorism

)
(2004),
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p
p
. 3-16;

S
ch
a
ch
ter,

O
.,
“T
h
e L

a
w
fu
l U

se o
f F

o
rce b

y a S
ta
te a

g
a
in
st T

erro
rists in A

n
o
th
er C

o
u
n
try

,”
in H

a
n
,
H
.
H
.,
ed
.,
T
erritorial an

d
 

P
olitical V

iolen
ce
(1993),p

p
. 244-259;R

eism
a
n
,W

.M
.,“In

tern
a
tio
n
a
l L
eg
a
l R
esp

o
n
ses to T

erro
rism

,”
22
H
ou
ston Jou

rn
al of In

tern
ation

al
 

L
aw

(1999),
p
p
. 3-61;C

o
n
d
o
relli,L

.,“T
h
e Im

p
u
ta
b
ility to S

ta
tes o

f A
cts o

f In
tern

a
tio
n
a
l T

erro
rism

,”
19
Israel Y

earbook on H
u
m
an R

igh
ts

(1989),
p
p
. 233-246;

S
u
ch
a
ritk

u
l,
S
.,
“T
erro

rism
 
a
s a

n
 
In
tern

a
tio
n
a
l C

rim
e:
Q
u
estio

n
s o

f R
esp

o
n
sib
ility

 
a
n
d
 
C
o
m
p
licity

,”
19

Israel
 

Y
earbook on

 
H
u
m
an
 
R
igh

ts
(1989),

p
p
. 247-258;

C
a
ssese,

A
.,
“T
erro

rism
 
is A

lso D
isru

p
tin
g S

o
m
e C

ru
cia

l L
eg
a
l C

a
teg

o
ries o

f In
tern

a
-

tio
n
a
l L

a
w
,”
12
E
u
ropean

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2001),
p
p
. 993-1001；

松
田
武
男
「
国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
と
自
衛
権
｜
｜
集
団
安
全
保
障
と
の
関

わ
り
の
中
で
｜
｜
」
国
際
法
外
交
雑
誌
一
〇
一
巻
三
号
（
二
〇
〇
二
年
）、
一
｜
一
五
頁；

宮
内
靖
彦
「
自
衛
権
の
発
動
要
件
に
と
っ
て
の
非
国
家
的
行
為
体
の
意
味

｜
｜
国
際
判
例
の
観
点
か
ら
｜
｜
」
村
瀬
信
也
編
『
自
衛
権
の
現
代
的
展
開
』（
東
信
堂
、
二
〇
〇
七
年
）
一
三
一
｜
一
六
五
頁；

植
木
俊
哉
「
国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
と
国

際
法
理
論
」
国
際
法
外
交
雑
誌
一
〇
五
巻
四
号
（
二
〇
〇
七
年
）、
一
｜
二
〇
頁
。

８
）

外
国
人
の
処
遇
に
関
す
る
、
国
際
標
準
主
義
と
国
内
標
準
主
義
と
の
先
進
国
対
途
上
国
の
激
し
く
執
拗
な
対
立
は
、
ま
さ
に
、
こ
う
し
た
国
家
責
任
法
が
資
す
る
べ

き
価
値
・
利
益
や
反
映
す
べ
き
政
策
な
ど
が
重
要
な
要
素
で
あ
っ
た
こ
と
を
雄
弁
に
物
語
っ
て
い
る
。

９
）

一
九
九
六
年
に
Ｉ
Ｌ
Ｃ
が
暫
定
的
に
採
択
し
た
条
文
案
で
は
国
家
犯
罪
に
関
す
る
規
定
が
あ
っ
た
が
、
諸
国
や
学
説
の
一
般
的
承
認
を
え
る
に
は
至
ら
ず
、
二
〇
〇

一
年
に
採
択
し
た
国
家
責
任
に
関
す
る
条
文
（
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
）
で
は
削
除
さ
れ
た
。
国
家
犯
罪
概
念
に
つ
い
て
は
膨
大
な
文
献
が
あ
る
が
、
本
稿
の
検
討

対
象
で
は
な
い
の
で
、
簡
潔
な
説
明
と
し
て
、
以
下
を
挙
げ
て
お
く
。C

ra
w
fo
rd
,
J.,
T
h
e In

tern
ation

al L
aw
 
C
om
m
ission

’s A
rticles on S

tate R
espon

sibil-

ity
―
In
trod

u
ction

,
T
ext an

d
 
C
om
m
en
taries

(2002),
p
p
. 16-20.

10
）

拙
稿
「
国
家
責
任
法
に
お
け
る
『
一
般
利
益
』
概
念
適
用
の
限
界
」
国
際
法
外
交
雑
誌
九
四
巻
四
号
（
一
九
九
五
年
）、
一
｜
五
〇
頁
、
と
く
に
、
六
｜
二
〇
頁
お

よ
び
そ
こ
に
挙
げ
た
文
献
を
参
照
。

11
）

拙
稿
「
国
際
義
務
の
履
行
を
『
確
保
す
る
』
義
務
に
よ
る
国
際
規
律
の
実
現
」（
兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」）
立
教
法
学
七
〇
号
（
二
〇
〇
六
年
）、
二
三
五
｜
二

九
三
頁
、
と
く
に
、
二
七
九
｜
二
八
九
頁
お
よ
び
そ
こ
に
挙
げ
た
文
献
を
参
照
。

12
）

国
際
法
に
禁
止
さ
れ
な
い
活
動
か
ら
生
じ
た
有
害
な
結
果
に
関
す
る
国
際
責
任
」
に
つ
い
て
の
Ｉ
Ｌ
Ｃ
に
よ
る
法
典
化
作
業
に
は
、
こ
こ
で
は
踏
み
込
ま
な
い
。

こ
れ
に
つ
い
て
の
最
近
の
文
献
と
し
て
、
た
と
え
ば
、B

ru
n
n
ee,

J.,
“O
f S

en
se a

n
d
 
S
en
sib
ility

:
R
eflectio

n
s o

n
 
In
tern

a
tio
n
a
l L

ia
b
ility

 
R
eg
im
es a

s
 

T
o
o
ls fo

r E
n
v
iro
n
m
en
ta
l P

ro
tectio

n
,”
53
In
tern

ation
al an

d
 
C
om
parative L

aw
 
Q
u
arterly

(2004),
p
p
. 351-368.
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二

行
為
帰
属
論
に
お
け
る
法
実
証
主
義
の
規
範
論
理
に
よ
る
制
約
と
そ
こ
か
ら
の
離
脱

⑴

国
際
法
の
消
極
的
関
与

①

国
家
が
、
か
つ
て
専
制
君
主
個
人
の
中
に
人
格
化
さ
れ
た
と
き
に
は
、
君
主
個
人
の
行
為
を
国
家
行
為
と
し
て
擬
制
し
、
あ
る

い
は
、
君
主
の
行
為
の
中
か
ら
国
家
行
為
た
る
も
の
を
峻
別
す
る
こ
と
で
、
国
家
行
為
を
同
定
す
る
こ
と
が
で

13
）

き
た
。
も
っ
と
も
、
こ

の
場
合
に
、
法
的
に
国
内
法
と
国
際
法
の
い
ず
れ
に
基
づ
き
君
主
の
行
為
が
国
家
行
為
と
み
な
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、
国
内
法
上
の

国
家
行
為
と
み
る
の
が
通
常
で
あ
る
。

②

こ
れ
に
対
し
て
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
で
は
、
国
家
は
、
個
人
や
そ
の
集
合
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
が
、
一
般
的
に
、

統
治
・
支
配
・
管
理
の
権
限
を
も
ち
、
法
治
国
家
で
あ
れ
ば
法
に
基
づ
き
こ
れ
ら
の
権
限
を
行
使
す
る
抽
象
的
な
観
念
体
と
し
て
と
ら

え
ら

14
）

れ
る
。
と
は
い
え
、
国
家
行
為
が
実
現
す
る
た
め
に
は
、
物
理
的
で
現
実
の
行
為
主
体
が
必
要
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
い
か
な
る
基

準
で
国
家
行
為
を
同
定
し
、
か
つ
、
な
ぜ
、
法
的
に
そ
れ
を
国
家
行
為
と
擬
制
す
る
の
か
と
い
う
課
題
が
生
起
す
る
。
そ
し
て
、
国
家

責
任
法
上
、
国
家
機
関
の
行
為
を
も
っ
て
法
的
に
国
家
行
為
と
擬
制
す
る
と
い
う
結
論
が
導
か
れ
た
。

と
こ
ろ
が
、
国
内
法
に
基
づ
く
国
家
行
為
と
、
国
際
法
、
す
な
わ
ち
、
国
家
責
任
法
に
基
づ
く
国
家
行
為
と
は
論
理
的
に
は
別
個
で

あ
り
う
る
。
ゆ
え
に
、
国
家
行
為
の
同
定
を
め
ぐ
り
国
内
法
と
国
際
法
と
の
関
係
は
以
下
の
よ
う
に
整
理
さ

15
）

れ
る
。

法
実
証
主
義
は
、
法
源
の
点
で
も
規
律
対
象
の
点
で
も
国
際
法
と
国
内
法
を
厳
格
に
峻
別
す
る
た

16
）

め
に
、
国
家
機
関
を
決
定
す
る
の

は
主
権
国
家
で
あ
り
国
内
法
で
あ
る
。
国
家
責
任
法
の
発
生
要
件
で
あ
る
国
家
へ
の
行
為
帰
属
を
規
律
す
る
法
は
、
国
際
法
、
す
な
わ

ち
、
国
家
責
任
法
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
国
際
法
と
国
内
法
の
機
能
分
化
を
維
持
す
る
た
め
に
、
か
つ
、
国
家
責
任
法
の
要
件

は
国
際
法
が
決
定
し
て
い
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
に
、
か
な
り
の
程
度
に
形
骸
的
な
論
理
が
採
用
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、「
国
家
機

関
の
行
為
は
、
国
家
の
行
為
と
み
な
す
、
か
か
る
国
家
機
関
は
、
国
内
法
が
決
定
す
る
」
と
い
う
規
則
を
、「
国
際
法
が
定
め
て
い
る
」

7
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と
い
う
論
理
で

17
）

あ
る
。

③

か
つ
て
は
、
地
位
の
低
い
国
家
機
関
の
行
為
は
、
国
際
法
上
、
国
家
行
為
と
み
な
さ
な
い
実
践
も
あ
っ
た
が
、
現
在
は
、
地
位

の
高
低
や
地
方
か
国
の
権
限
か
の
区
別
は
せ
ず
、
そ
れ
ら
の
機
関
の
行
為
を
国
家
行
為
と
み

18
）

な
す
。
こ
れ
は
、
一
方
で
、
国
家
行
為
の

範
囲
を
広
げ
る
点
で
、
国
家
責
任
に
よ
る
救
済
を
厚
く
す
る
と
い
う
国
際
法
上
の
価
値
判
断
に
よ
る
と
み
る
こ
と
は
で
き
る
。
け
れ
ど

も
、
他
方
で
、
国
際
法
が
国
家
行
為
を
「
実
質
的
に
」
判
断
す
る
機
会
を
放
棄
し
、
原
則
的
に
は
行
為
を
行
っ
た
者
の
地
位
や
所
掌
事

項
を
問
わ
ず
一
律
に
「
国
家
機
関
」
と
し
、
そ
の
行
為
を
国
家
行
為
と
す
る
と
い
う
判
断
の
形
式
性
の
強
化
と
も
い
え
る
。

後
に
検
討
す
る
よ
う
に
、「
事
実
上
の
国
家
機
関
」
と
い
う
類
型
が
認
め
ら
れ
た
だ
け
で
は
な
く
、
法
的
に
も
事
実
上
も
国
家
機
関

で
は
な
い
者
の
行
為
が
、
国
家
行
為
と
み
な
さ
れ
る
場
合
や
、
国
家
機
関
と
い
う
「
行
為
主
体
」
基
準
以
外
の
基
準
に
よ
り
、
国
家
行

為
を
認
め
る
実
践
も
現
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
は
、
国
家
機
関
の
行
為
イ
コ
ー
ル
国
家
行
為
と
い
う
基
準
の
一
義
性
に
対
す
る
疑
問
の
反

映
で
あ
ろ
う
。
い
い
か
え
れ
ば
、
法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰
属
論
は
、
一
律
に
国
家
機
関
の
行
為
を
国
家
行
為
と
し
た
の
で
あ

り
、
国
家
責
任
を
認
め
る
べ
き
場
合
に
つ
い
て
の
「
自
律
的
」
判
断
に
消
極
的
で
あ
っ
た
と
い
え
る
の
で

19
）

あ
る
。
か
つ
、
国
内
法
上
の

国
家
機
関
を
も
っ
て
国
際
法
上
の
国
家
行
為
と
み
な
す
こ
と
に
主
眼
が
あ
る
以
上
、「
事
実
上
の
国
家
機
関
」
や
、
そ
れ
以
外
に
も
国

家
行
為
と
法
的
に
み
な
す
場
合
を
同
定
す
る
た
め
の
基
準
を
、
国
際
法
上
の
、
つ
ま
り
は
国
家
責
任
法
上
の
判
断
を
、
行
為
主
体
の
類

型
・
有
害
行
為
の
態
様
・
実
行
行
為
者
と
国
家
機
関
と
の
関
わ
り
方
な
ど
の
実
態
に
即
し
て
形
成
し
て
い
く
こ
と
は
、
法
実
証
主
義
の

論
理
枠
組
で
は
関
心
の
対
象
と
な
り
難
か
っ
た
と
も
い

20
）

え
る
。

⑵

国
家
責
任
の
二
要
件
論
と
「
二
次
規
則
」
と
し
て
の
国
家
責
任
法

①

法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
に
お
い
て
、「
二
つ
」
の
要
件
が
論
理
的
に
は
相
互
に
独
立
で
あ
る
こ
と
と
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
方
法

論
が
国
家
責
任
法
を
二
次
規
則
と
し
た
こ
と
も
、
有
害
行
為
の
態
様
・
行
為
主
体
の
類
型
・
実
行
行
為
者
と
国
家
機
関
と
の
関
わ
り
方

な
ど
の
実
態
へ
の
関
心
を
遮
断
す
る
効
果
を
も
つ
。

8
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②

国
家
行
為
を
同
定
す
る
こ
と
の
本
質
は
、
現
実
の
行
為
群
か
ら
国
家
に
よ
る
も
の
と
そ
れ
以
外
と
の
区
別
に
あ
る
は
ず
で
あ

り
、
国
家
機
関
と
い
う
「
実
行
主
体
」
だ
け
が
必
然
的
な
区
別
の
基
準
で
は
な
い
。
有
害
行
為
を
め
ぐ
る
実
態
に
、
よ
り
比
重
を
お
い

た
基
準
を
適
用
す
る
こ
と
も
あ
り
う
る
の
で
あ
る
。「
事
実
上
の
国
家
機
関
」
基
準
や
、
後
に
み
る
、
国
家
に
よ
る
指
示
・
指
揮
・
支

配
と
い
っ
た
基
準
に
よ
り
、
国
際
法
が
国
家
行
為
を
決
定
し
て
き
て
い
る
こ
と
は
、
ま
さ
に
そ
う
し
た
意
識
の
反
映
と
い
え
る
。
こ
う

し
た
実
態
に
即
し
て
国
家
行
為
を
決
定
す
る
に
際
し
て
は
、
国
際
法
が
、
国
家
は
管
轄
や
管
理
の
下
に
あ
る
非
国
家
主
体
に
対
し
て
、

い
か
な
る
関
与
を
す
べ
き
か
、
規
制
を
す
べ
き
か
を
規
定
し
て
い
れ
ば
、
そ
れ
を
参
照
す
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ
ち
、
国
家
行
為
の

決
定
と
国
際
義
務
と
は
、
密
接
に
関
連
せ
ざ
る
を
え
な
い
の
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
法
実
証
主
義
の
二
要
件
論
は
、
一
方
で
、
国
際
法
の
唯
一
の
主
体
で
あ
る
主
権
国
家
の
行
為
が
あ
り
、
他
方
で
、
か
か

る
行
為
が
国
際
義
務
違
反
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
、
国
家
責
任
が
発
生
す
る
と
い
う
論
理
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
国
家
機
関
と
い
う
主
体

基
準
の
み
に
よ
り
国
家
行
為
を
同
定
す
る
こ
と
と
相
俟
っ
て
、
国
際
義
務
に
照
ら
し
て
、
国
家
と
非
国
家
主
体
と
の
関
わ
り
方
や
有
害

行
為
な
ど
の
実
態
に
即
し
て
国
家
行
為
を
決
定
す
る
と
い
う
視
座
は
希
薄
で

21
）

あ
る
。

③

Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
採
用
し
た
、「
二
次
規
則
」
と
し
て
の
国
家
責
任
法
と
い
う
方
法
論
も
、
行
為
帰
属
論
を
同
様
に
制
約
す
る
。
二
次

規
則
は
一
次
規
則
上
の
国
際
義
務
か
ら
切
断
さ
れ
る
の
で
あ
り
、
ま
さ
に
、
国
際
義
務
の
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
（tra

n
s-

su
b
sta
n
tiv
e

）、
国
家
行
為
が
決
定
さ
れ
る
べ
き
な
の
で
あ
る
。

も
っ
と
も
、
法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
で
も
、
そ
の
論
理
枠
組
を
離
脱
す
る
議
論
が
な
か
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
国
家

機
関
に
よ
る
権
限
逸
脱
な
い
し
は
国
内
法
違
反
の
行
為
の
問
題
で
あ
る
。

⑶

国
家
行
為
の
決
定
に
お
け
る
国
際
法
の
関
与

①

国
内
法
違
反
や
国
内
法
上
の
権
限
を
逸
脱
す
る
国
家
機
関
の
行
為
は
、
国
内
法
平
面
と
国
際
法
平
面
を
峻
別
す
る
法
実
証
主
義

の
国
家
責
任
法
論
で
は
、
も
っ
と
も
困
難
を
提
起
し
た
問
題
の
一
つ
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
上
で
み
た
、
国
際
法
が
国
家
行
為
を
決
定

9
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す
る
と
説
明
す
る
た
め
の
（
形
骸
）
論
理
が
、（
形
骸
）
論
理
に
と
ど
ま
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
か
ら
で
あ
る
。

②

国
家
機
関
の
権
限
逸
脱
あ
る
い
は
国
内
法
違
反
の
行
為
に
つ
き
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
対
応
は
、
一
つ
は
、
い
わ

ゆ
る
「
外
観
論
」
に
よ
る
。
こ
れ
は
、
被
害
主
体
お
よ
び
そ
の
国
籍
国
と
責
任
国
の
利
益
衡
量
と
い
う
政
策
的
判
断
の
導
入
で

22
）

あ
る
。

二
つ
は
、
国
家
が
、
国
家
機
関
に
よ
る
権
限
逸
脱
や
国
内
法
違
反
の
行
為
に
つ
い
て
国
際
法
上
の
責
任
を
負
う
根
拠
は
、「
保
証
責
任
」

で
あ
る
と
い
う
論
理
で

23
）

あ
る
。

と
く
に
保
証
責
任
論
は
、
国
際
関
係
の
信
頼
と
安
定
性
の
確
保
と
い
う
「
外
在
」
要
因
で
あ
り
、
国
際
社
会
の
い
わ
ば
法
政
策
に
よ

り
、
責
任
の
根
拠
の
側
面
に
議
論
を
移
行
す
る
面
を
も
つ
と
い
え
る
。
し
か
も
、
保
証
責
任
論
は
、
二
〇
世
紀
に
学
説
で
主
張
さ
れ

た
、
国
家
の
無
過
失
責
任
や
合
法
行
為
責
任
の
観
念
へ
の
継
続
性
を
仮
に
も
つ
と
す
れ
ば
、
体
系
の
枠
内
で
の
規
範
論
理
を
脱
却
し

て
、
国
家
責
任
法
が
資
す
る
価
値
・
利
益
・
政
策
な
ど
に
目
を
向
け
る
議
論
へ
の
糸
口
を
は
ら
ん
で
い
た
と
も
い
え
よ
う
。

③

他
方
で
、
近
年
、
上
で
挙
げ
た
実
践
に
み
る
よ
う
に
、
行
為
主
体
を
事
実
上
の
国
家
機
関
と
み
な
す
場
合
や
、
さ
ら
に
は
、
国

家
機
関
と
は
み
な
さ
な
い
場
合
で
も
、
そ
の
行
為
を
国
家
に
帰
属
さ
せ
る
場
合
が
現
れ
て
き
て
い
る
。
反
乱
集
団
や
テ
ロ
集
団
に
よ
る

国
境
を
越
え
る
有
害
行
為
に
つ
き
、
国
際
法
学
の
対
応
が
迫
ら
れ
て
い
る
の
も
、
そ
の
一
環
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
保
証
責
任
論
が
も

ち
う
る
「
外
在
」
要
因
に
よ
り
、
国
家
責
任
法
の
根
本
を
変
質
さ
せ
る
こ
と
と
は
異
な
り
、「
二
要
件
論
」
や
「
二
次
規
則
」
と
し
て

の
国
家
責
任
法
と
い
う
方
法
論
に
対
す
る
直
接
的
な
疑
問
提
起
で
あ
り
、
法
実
証
主
義
の
基
本
的
な
前
提
を
変
質
さ
せ
る
よ
う
な
、
新

た
な
展
開
が
芽
生
え
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
次
で
は
、
そ
う
し
た
学
説
や
実
践
の
展
開
を
み
て
い
き
た
い
。

13
）

私
人
の
行
為
と
の
関
連
で
国
家
行
為
の
と
ら
え
方
に
つ
き
歴
史
的
に
分
析
す
る
も
の
と
し
て
、
山
本
草
二
『
国
際
法
に
お
け
る
危
険
責
任
主
義
』（
東
京
大
学
出
版

会
、
一
九
八
二
年
）
六
九
｜
七
六
頁；

薬
師
寺
、
前
掲
注
（
５
）「
国
家
責
任
法
典
化
作
業
に
お
け
る
私
人
行
為
と
国
家
の
注
意
義
務
」
二
九
二
｜
三
〇
〇
頁；

兼
原

「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」
一
六
二
｜
一
七
一
頁
。
国
家
へ
の
行
為
帰
属
と
国
家
責
任
の
根
拠
に
つ
き
、
学
説
の
展
開
を
た
ど
る
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
、

H
essb

ru
g
g
e,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5;
G
o
eb
el,

J.
Jr.,

“T
h
e In

tern
a
tio
n
a
l R

esp
o
n
sib
ility o

f S
ta
tes fo

r In
ju
ries S

u
sta

in
ed b

y A
lien

s o
n A

cco
u
n
t o
f

 
M
o
b V

io
len

ce,
In
su
rrectio

n
s a

n
d C

iv
il W

a
rs,”

8
A
m
erican

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(1914),
p
p
. 802-810.
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立教法学 第74号（2007)



14
）

C
h
en
g
,
B
.,
G
en
eral P

rin
ciples of L

aw
 
as A

pplied
 
by In

tern
ation

al C
ou
rts an

d
 
T
ribu

n
als

(1953),
p
p
. 181-192;

A
n
zilo

tti,
D
.,
C
ou
rs d

e
 

d
roit in

tern
ation

al,
tra

d
u
it p

a
r G

id
el,

G
.
(1999),

p
. 469.

法
実
証
主
義
の
国
家
観
念
や
そ
れ
を
基
礎
に
す
る
国
家
責
任
法
論
の
抽
象
性
と
い
う
観
点
か
ら
の
分

析
と
し
て
、A

llo
t,
P
h
.,
“S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility a

n
d th

e U
n
m
a
k
in
g o

f In
tern

a
tio
n
a
l L
a
w
,”
29
H
arvard

 
In
tern

ation
al L

aw
 
Jou

rn
al
(1998),

p
p
.

13-15;
S
ta
rk
e.,
J.
G
.,
“Im

p
u
ta
b
ility in In

tern
a
tio
n
a
l D

elin
q
u
en
cies,”

19
T
h
e B

ritish
 
Y
ear

 
B
ook of In

tern
ation

al L
aw

(1938),
p
. 105.

15
）

Ib
id
.

16
）

法
実
証
主
義
の
こ
う
し
た
特
徴
や
、
二
元
論
の
論
理
的
一
貫
性
と
そ
の
論
証
の
成
否
な
ど
に
つ
い
て
展
開
す
る
こ
と
は
筆
者
の
能
力
を
超
え
る
が
、
こ
れ
ら
に
つ
い

て
の
分
析
と
し
て
、
田
中
忠
「
国
際
法
と
国
内
法
の
関
係
を
め
ぐ
る
諸
学
説
と
そ
の
理
論
的
基
盤
」
広
部
和
也
・
田
中
忠
編
、
山
本
草
二
先
生
還
暦
記
念
『
国
際
法
と
国

内
法―

―

国
際
公
益
の
展
開
』（
勁
草
書
房
、
一
九
九
一
年
）
三
一
頁
以
下
。

17
）

ア
ン
チ
ロ
ッ
チ
に
よ
る
国
際
法
か
ら
国
内
法
へ
の
送
致
（ren

v
o
i

）
に
つ
き
、A

n
zilo

tti,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 14,

p
p
. 468-469;

D
u
p
u
y
,
P
. -M

.,
“D
io
n
isio

 
A
n
zilo

tti a
n
d th

e L
a
w
 
o
f In

tern
a
tio
n
a
l R

esp
o
n
sib
ility o

f S
ta
tes,”

3
E
u
ropean

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(1992),
p
p
. 143-145.

こ
れ
に
対

す
る
ア
ゴ
ー
の
批
判
的
分
析
と
し
て
、A

g
o
,
R
.,
“L
e d

elit in
tern

a
tio
n
a
l,”

R
ecu

eil d
es cou

rs
(1939-II ),

p
p
. 469-470,

488-491.

条
約
と
し
て
採
択
さ
れ
る

か
は
、
本
稿
執
筆
時
に
も
ま
だ
予
測
が
た
た
な
い
が
、
た
と
え
ば
、
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
四
条
。

18
）

た
と
え
ば
、
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
四
条
一
項
。
実
践
の
紹
介
も
含
め
て
、C

h
en
g
,
o
p cit,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 195-197.

19
）

二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
四
条
一
項
と
二
項
。
た
と
え
ば
、S

ta
rk
e,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 105-106.

20
）

も
っ
と
も
、
法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰
属
論
の
論
理
枠
組
に
与
し
な
が
ら
も
、
国
際
法
こ
そ
が
国
家
責
任
発
生
要
件
で
あ
る
国
家
の
行
為
を
決
定
す
る
、
そ
し

て
基
準
は
個
々
の
事
例
の
事
情
に
左
右
さ
れ
る
が
、
国
家
行
為
の
決
定
は
国
際
法
の
自
律
的
な
法
的
営
み
で
あ
る
と
強
調
す
る
見
解
も
あ
る
。
た
と
え
ば
、
国
内
法
上
の

国
家
機
関
の
行
為
を
、
そ
の
ま
ま
国
際
法
上
で
も
国
家
行
為
と
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
国
家
に
は
、
私
的
主
体
と
し
て
の
側
面
と
、
公
権
力
の
行
使
の
主
体
と
し
て
の
側

面
が
あ
り
、
国
際
法
は
、
後
者
の
側
面
に
お
け
る
国
家
の
行
為
を
も
っ
て
、
国
家
行
為
と
す
る
と
い
う
国
際
法
の
独
自
の
判
断
が
あ
る
、
ま
た
、
問
題
と
な
っ
た
行
為

（
外
国
や
外
国
人
に
損
害
を
発
生
さ
せ
た
有
害
行
為
）
の
性
質
を
考
慮
し
、
そ
れ
が
当
該
国
家
機
関
に
付
与
さ
れ
て
い
る
機
能
の
性
質
に
含
ま
れ
る
か
を
判
断
す
る
こ
と

で
国
家
行
為
を
同
定
す
る
が
、
そ
れ
は
、
国
内
法
上
の
国
家
機
関
の
権
限
の
決
定
や
制
限
に
は
か
か
わ
ら
な
い
の
で
あ
り
、
国
際
法
が
国
家
の
行
為
を
決
定
す
る
と
い
う

見
解
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、C

h
en
g
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 188, 197-198.

国
家
機
関
の
権
限
逸
脱
あ
る
い
は
国
内
法
違
反
の
行
為
に
つ
き
、
こ
れ
を
国
際
法
上
は

国
家
行
為
と
認
め
る
こ
と
の
意
義
に
つ
い
て
は
後
述
す
る
。

21
）

本
稿
と
必
ず
し
も
同
じ
観
点
か
ら
の
見
解
で
は
な
い
が
、
同
様
の
指
摘
と
し
て
、A

llo
tt,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 13-15.

22
）

実
践
の
検
討
も
含
め
て
、C

h
en
g
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 202-207.

23
）

ア
ン
チ
ロ
ッ
チ
の
保
証
責
任
論
に
つ
き
、A

n
zilo

tti,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 470-471.

お
よ
び
、
ア
ン
チ
ロ
ッ
チ
の
保
証
責
任
論
へ
の
批
判
的
分
析
も
含
め

て
、C

h
en
g
,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 14,

p
p
. 205-207.

ト
リ
ー
ペ
ル
に
よ
る
国
際
関
係
の
安
定
性
に
関
す
る
主
張
に
つ
き
、T

riep
el,

H
.,
V
oelkerrech

t u
n
d
 
L
an
-

d
esrech

t
1899

）,ch
.
I

13,
p
. 349.

な
お
、
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
七
条
は
、「
そ
の
資
格
で
行
動
す
る
場
合
に
は
」
権
限
逸
脱
や
国
内
法
お
よ
び
指
示
違
反
の

行
為
も
、
国
際
法
上
、
国
家
に
帰
属
す
る
と
規
定
す
る
。
従
来
の
学
説
や
実
践
の
よ
う
に
、
外
観
を
要
件
と
し
て
い
な
い
と
も
読
め
る
が
、
条
文
が
条
約
条
文
と
な
り
実
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践
が
伴
う
ま
で
、
解
釈
の
確
定
や
評
価
は
で
き
に
く
い
。

三

国
内
法
上
の
国
家
機
関
で
は
な
い
行
為
主
体
に
よ
る
行
為
の
国
家
へ
の
帰
属

⑴

事
実
上
の
国
家
機
関
」
の
行
為
と
「
国
家
の
指
示
あ
る
い
は
指
揮
な
い
し
は
支
配
を
受
け
る
」
行
為

①

二
〇
世
紀
後
半
の
裁
判
実
践
に
お
い
て
、「
事
実
上
の
国
家
機
関
」
と
し
て
行
為
主
体
が
認
定
さ
れ
る
か
、
さ
ら
に
は
、
国
家

の
指
示
（in

stru
ctio

n
）
あ
る
い
は
指
揮
（d

irectio
n

）
な
い
し
は
支
配
（co

n
tro
l

）
を
根
拠
と
し
て
、
国
家
機
関
で
は
な
い
行
為
主

体
の
行
為
を
国
家
に
帰
属
さ
せ
る
実
践
が
注
目
を
浴
び
て

24
）

い
る
。
こ
こ
で
は
、
周
知
と
な
っ
て
い
る
裁
判
例
に
つ
い
て
は
最
小
限
の
確

認
を
経
た

25
）

上
で
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
の
意
義
を
、
本
稿
の
視
点
か
ら
、
や
や
詳
細
に
検
討
す
る
。

②

大
使
館
事
件
で
国
際
司
法
裁
判
所
（
Ｉ
Ｃ
Ｊ
）
は
、
反
ア
メ
リ
カ
武
装
集
団
に
よ
る
大
使
館
襲
撃
は
、
私
人
の
行
為
で
あ
る
と

し
た
が
、
大
使
館
占
拠
の
継
続
と
人
質
拘
束
に
つ
い
て
は
、
イ
ラ
ン
政
府
の
承
認
お
よ
び
是
認
を
得
て
、
武
装
集
団
が
国
家
機
関

（a
g
en
ts

）
に
転
化
し
、
こ
れ
ら
の
行
為
は
イ
ラ
ン
に
帰
属
す
る
と
認
定

26
）

し
た
。
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
で
は
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
に
お
け
る
反

政
府
武
装
集
団
コ
ン
ト
ラ
の
行
為
が
、
米
国
に
帰
属
す
る
か
が
問
題
と
な
っ
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
コ
ン
ト
ラ
が
米
国
の
事
実
上
の
国
家
機

関
と
い
え
る
ほ
ど
の
依
存
関
係
は
両
者
に
は
み
ら
れ
な
い
と
し
、
さ
ら
に
、
特
定
の
行
動
や
作
戦
に
お
け
る
指
揮
な
い
し
は
支
配
が
及

ん
で
い
る
と
ま
で
も
い
え
な
い
と
し
て
、
コ
ン
ト
ラ
の
行
為
が
米
国
に
帰
属
す
る
こ
と
は
認
め
な
か

27
）

っ
た
。

旧
ユ
ー
ゴ
に
関
す
る
国
際
刑
事
裁
判
所
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
）
は
、
タ
ジ
ッ
チ
事
件
控
訴
審
判
決
で
、
国
家
責
任
を
認
定
す
る
文
脈
に
お
い

て
で
は
な
い
が
、
国
家
へ
の
行
為
帰
属
に
関
連
し
う
る
争
点
に
つ
き
、
次
の
よ
う
に
認
定
し
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
は
、
武
装
集
団
や
准
軍
事

的
部
隊
の
よ
う
な
指
揮
系
統
が
確
立
し
て
い
る
行
為
主
体
で
は
、
特
定
の
作
戦
に
つ
い
て
の
指
揮
や
支
配
で
は
な
く
て
も
、
国
家
に
よ

る
全
般
的
支
配
（o

v
era

ll co
n
tro
l

）
が
あ
れ
ば
、
こ
れ
ら
の
行
為
主
体
に
よ
る
行
為
は
、
当
該
国
家
の
行
為
と
み
な
さ
れ
る
と
し
て
、
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問
題
の
武
力
紛
争
の
国
際
的
性
質
を
肯
定

28
）

し
た
。

③

以
上
の
実
践
か
ら
は
、
国
家
行
為
の
認
定
基
準
に
つ
き
、
次
の
示
唆
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。
大
使
館
事
件
で
は
、
国
家
機
関

に
よ
る
是
認
や
承
認
と
い
う
国
家
意
思
を
基
準
と
し
て
武
装
集
団
を
国
家
機
関
に
転
化
さ

29
）

せ
た
。
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
で
は
、
国
家
へ
の

実
行
主
体
の
「
依
存
」
関
係
や
指
揮
・
支
配
に
よ
り
、
実
行
主
体
の
国
家
機
関
へ
の
転
化
の
可
能
性
を
認
め
た
。
こ
れ
ら
は
、
有
害
行

為
の
実
行
主
体
を
国
家
機
関
に
転
化
さ
せ
る
と
い
う
論
理
を
用
い
て
い
る
点
に
注
目
す
れ
ば
、
国
家
機
関
の
行
為
を
も
っ
て
国
家
行
為

と
す
る
と
い
う
、
従
来
の
論
理
枠
組
の
適
用
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
で
き
よ
う
。

他
方
で
、
個
別
の
有
害
行
為
か
一
連
の
行
為
を
全
般
的
に
と
ら
え
る
か
の
相
違
は
あ
る
に
せ
よ
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
も
タ
ジ
ッ
チ
事

件
も
、
国
家
か
ら
の
支
配
（co

n
tro
l

）
に
よ
り
、
有
害
行
為
が
国
家
に
帰
属
す
る
と
し
て
い
る
。
こ
こ
で
、
実
行
行
為
者
お
よ
び
有
害

行
為
と
の
国
家
の
関
わ
り
方
な
ど
の
実
態
に
即
し
て
支
配
と
い
う
基
準
が
提
示
さ
れ
た
と
す
れ
ば
、
行
為
の
実
行
主
体
を
国
家
機
関
に

転
化
さ
せ
て
そ
の
行
為
を
も
っ
て
国
家
行
為
と
す
る
と
い
う
、
従
来
の
論
理
枠
組
か
ら
の
変
質
の
萌
芽
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。
つ
ま

り
、
国
家
と
個
人
な
い
し
非
国
家
主
体
を
異
な
る
法
の
平
面
に
お
き
、
非
国
家
主
体
を
一
旦
、
国
家
と
み
な
す
こ
と
に
重
点
を
お
い
て

国
家
行
為
を
認
定
す
る
と
い
う
の
が
法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
の
論
理
枠
組
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
国
家
か
ら
の
支
配
な
ど
国

家
と
実
行
主
体
と
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
に
重
点
が
移
行
し
て
い
く
と
す
れ
ば
、
そ
こ
で
は
、
国
家
と
非
国
家
主
体
が
各
々
属
す
る

法
の
平
面
が
厳
格
に
峻
別
さ
れ
る
こ
と
の
意
義
は
、
背
後
に
退
い
て
い
く
。
こ
う
し
た
方
向
性
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
に

お
い
て
、
行
為
帰
属
の
問
題
が
詳
細
に
検
討
さ
れ
る
中
で
も
、
や
は
り
、
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
次
に
、
同
事
件
を
み
て

い
く
こ
と
に
し
た
い
。

⑵

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
に
お
け
る
国
家
へ
の
行
為
帰
属
の
要
件

①

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
ま
ず
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
を
先
例
と
し
て
、
次
の
二
つ
を
区
別
す
る
。
第
一

に
、
有
害
行
為
の
実
行
主
体
が
事
実
上
の
国
家
機
関
と
認
め
ら
れ
る
場
合
で
あ
り
、
第
二
に
、
当
該
実
行
主
体
が
国
家
の
指
示
あ
る
い
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は
指
揮
な
い
し
は
支
配
（
以
下
、
と
く
に
そ
れ
ぞ
れ
の
要
因
や
そ
の
重
み
や
相
互
の
独
立
性
を
区
別
す
る
必
要
が
な
い
場
合
に
は
、
指
示
・
指

揮
・
支
配
と
記
す
）
を
受
け
て
行
為
を
行
っ
た
た
め
に
、
問
題
の
行
為
が
国
家
に
帰
属
す
る
場
合
で
あ
る
。

第
一
の
事
実
上
の
国
家
機
関
と
は
、
国
家
と
の
間
に
完
全
な
依
存
関
係
（co
m
p
lete in

d
ep
en
d
en
ce

）
が
あ
り
、
例
外
的
な
状
況
と

し
て
、
特
別
に
重
大
な
程
度
に
国
家
の
支
配
（co

n
tro
l

）
が
及
ん
で
い
る
と
き
に
、
当
該
行
為
主
体
は
事
実
上
の
国
家
機
関
と

30
）

な
る
。

第
二
の
場
合
と
し
て
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
国
家
に
よ
る
指
示
・
指
揮
・
支
配
が
及
ん
で
い
る
こ
と
を
理
由
に
、
当
該
行
為
主
体
の
行
為
が
国
家

に
帰
属
す
る
可
能
性
を
認

31
）

め
る
。
本
判
決
は
、
タ
ジ
ッ
チ
事
件
で
の
「
全
般
的
な
」
支
配
基
準
の
適
用
は
認
め
ず
、
個
々
の
行
動
な
い

し
は
作
戦
に
つ
き
指
示
あ
る
い
は
支
配
と
い
っ
た
要
因
が
必
要
で
あ
る
と
し
た
。
こ
こ
で
は
、
実
行
主
体
が
法
的
で
あ
れ
事
実
上
で
あ

れ
、
国
家
機
関
と
み
な
さ
れ
る
と
か
国
家
機
関
に
転
化
す
る
と
い
う
論
理
に
重
点
は
お
か
れ
て
い

32
）

な
い
。
具
体
的
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、

国
家
に
よ
る
指
示
・
指
揮
・
支
配
が
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
行
為
（
こ
れ
は
、
先
行
し
て
Ｉ
Ｃ
Ｊ
に
よ
り
認
定
さ
れ
て
い
る
）
の
原
因

（ca
u
se

）
を
な
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
そ
れ
自
体
が
、
国
家
（
旧
ユ
ー
ゴ
、
現
ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ヴ
ィ
ナ
）
に

帰
属
す
る
可
能
性
を
認
め
た
の
で

33
）

あ
る
。

な
お
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
容
れ
な
か
っ
た
が
、
原
告
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
と
い
う
「
有
害
行
為
が
実
施
さ
れ
る
態
様
」
の
特
殊
性
を
理
由
と

し
て
、
国
家
へ
の
行
為
帰
属
を
主
張
し
た
。
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
一
連
の
集
合
的
行
為
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
場
合
が
多
い
と
い
う
理
由
に

よ
り
、
個
々
の
行
為
で
は
な
く
、
タ
ジ
ッ
チ
事
件
判
決
が
判
示
し
た
よ
う
に
、
集
合
的
行
為
へ
の
「
全
般
的
な
」
支
配
が
あ
れ
ば
、
国

家
に
行
為
が
帰
属
す
る
と
い
う
主
張
で
あ
る
。
タ
ジ
ッ
チ
事
件
判
決
は
、
武
装
集
団
・
準
軍
事
的
部
隊
の
よ
う
な
「
実
行
主
体
」
の
特

質
を
根
拠
と
し
て
、「
全
般
的
支
配
」
基
準
に
よ
り
武
力
紛
争
の
国
際
性
を
認
定
し
た
。
こ
れ
に
比
し
て
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事

件
の
原
告
は
、「
国
際
違
法
行
為
が
遂
行
さ
れ
る
態
様
」
を
理
由
と
し
て
い
る
点
が
異
な
っ
て
い
る
。

②

上
で
み
た
先
例
と
と
も
に
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
に
つ
い
て
は
、
行
為
帰
属
論
の
展
開
の
軌
跡
と
い
う
観
点
か

ら
、
以
下
が
注
目
さ
れ
る
。

14

立教法学 第74号（2007)



ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
と
そ
れ
に
至
る
裁
判
実
践
は
、
国
家
行
為
を
、
有
害
行
為
や
実
行
主
体
へ
の
国
家
の
関
与
の
仕

方
（
国
家
と
実
際
の
行
為
主
体
と
の
間
の
依
存
関
係
、
指
示
・
指
揮
・
支
配
関
係
、
さ
ら
に
、
そ
れ
ら
の
個
別
具
体
性
）
と
い
う
事
実
状
況

や
、
有
害
行
為
の
実
態
に
着
目
し
て
、
行
為
帰
属
を
認
定
す
る
傾
向
を
表
し
て
い
る
。
大
使
館
事
件
判
決
で
は
、
是
認
や
承
認
と
い
う

国
家
意
思
に
よ
り
、
武
装
集
団
が
国
家
機
関
に
転
化
し
た
と
認
定
し
、
国
家
機
関
と
い
う
主
体
基
準
と
法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰

属
論
の
論
理
枠
組
を
維
持
し
て
い
る
と
み
る
こ
と
も
で
き
る
。
け
れ
ど
も
、
是
認
や
承
認
を
、
有
害
行
為
と
そ
れ
に
関
わ
る
国
家
の
関

与
の
仕
方
の
一
つ
と
解
す
る
こ
と
も
で
き
、
そ
の
よ
う
に
と
ら
え
れ
ば
、
大
使
館
事
件
も
こ
こ
で
み
た
他
の
裁
判
実
践
と
同
様
の
特
徴

を
も
つ
と
い
え
る
。
つ
ま
り
、
最
近
の
裁
判
実
践
は
、
事
実
上
の
国
家
機
関
と
み
な
す
と
か
、
有
害
行
為
の
実
行
主
体
を
国
家
機
関
に

転
化
し
て
、
法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
の
論
理
枠
組
を
適
用
す
る
こ
と
自
体
よ
り
も
、
国
家
と
有
害
行
為
お
よ
び
そ
の
実
行
主
体
と

の
関
係
や
事
実
状
況
に
、
評
価
の
重
点
を
移
行
し
て
、
行
為
帰
属
の
有
無
を
認
定
し
て
い
る
と
み
な
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

こ
う
し
た
行
為
帰
属
認
定
に
お
け
る
重
点
の
変
化
や
論
じ
方
の
変
質
は
、
法
実
証
主
義
の
根
本
原
理
に
対
す
る
致
命
的
な
楔
と
な
り

う
る
。
す
な
わ
ち
、
法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰
属
論
は
、
国
家
と
個
人
を
異
な
る
法
の
平
面
に
お
き
、
国
際
法
と
国
内
法
を
相
互

に
独
立
の
法
体
系
と
と
ら
え
る
こ
と
、
そ
の
結
果
と
し
て
、
国
家
と
個
人
と
の
間
に
共
謀
や
共
犯
は
成
立
し
な
い
と
す
る
、
論
理
的
帰

結
に
至
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
最
近
の
実
践
に
は
、
こ
の
よ
う
な
論
理
の
連
関
に
解
体
を
促
す
可
能
性
を
、
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
の

で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
あ
ら
た
め
て
と
り
あ
げ
る
が
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
の
国
家
行
為
の
認
定
は
、
法
実
証
主

義
の
国
家
責
任
法
論
に
つ
き
、
長
期
に
わ
た
り
疑
問
視
さ
れ
て
い
る
別
の
問
題
に
も
関
連
し
て
い
る
の
で
、
簡
潔
に
そ
れ
を
み
て
お
く

こ
と
に
す
る
。

⑶

国
家
へ
の
行
為
帰
属
と
国
家
責
任
法
上
の
救
済
の
範
囲

①

法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
で
は
、
国
家
み
ず
か
ら
に
よ
る
有
害
行
為
に
せ
よ
、
私
人
の
有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家

行
為
（
有
害
行
為
を
防
止
す
る
義
務
や
、
実
行
者
を
審
理
・
処
罰
す
る
な
ど
の
義
務
に
対
す
る
違
反
行
為
）
で
あ
る
に
せ
よ
、
主
権
国
家
み
ず
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か
ら
の
行
為
に
よ
り
責
任
が
発
生
す
る
。
こ
こ
に
重
点
が
あ
る
た
め
、
二
つ
の
場
合
の
対
比
は
さ
ほ
ど
重
視
さ
れ
て
は
こ
な
か
っ
た
。

も
っ
と
も
、
両
者
の
区
別
が
、
責
任
国
が
負
う
救
済
義
務
の
範
囲
で
も
意
義
を
も
つ
か
は
、
か
ね
て
よ
り
疑
問
が
提
起
さ
れ
て
き
た
と

こ
ろ
で

34
）

あ
る
。
つ
ま
り
、
私
人
の
有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家
行
為
に
よ
る
法
益
侵
害
「
だ
け
」
に
限
定
し
、
そ
れ
に
つ
い
て
の

み
、
国
家
は
責
任
を
負
い
救
済
の
義
務
を
負
う
か
と
い
う
問
題
で

35
）

あ
る
。

②

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
国
家
行
為
で
あ
る
場
合
と
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
「
関
連
す

る
」
国
家
行
為
に
国
際
義
務
違
反
を
み
る
場
合
と
で
は
、
少
な
く
と
も
、「
救
済
の
態
様
」
を
違
え
る
と
い
う
方
針
を
示
し
た
と
解
さ

れ
る
。

Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
ス
レ
ブ
レ
ニ
カ
で
自
称
ス
ル
プ
ス
カ
共
和
国
の
部
隊
（
Ｖ
Ｒ
Ｓ
）
に
よ
り
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
三
条
ａ
項
の
違
反
が
行

わ
れ
た
と
認
定
し

36
）

た
が
、
そ
の
行
為
主
体
は
、
国
家
機
関
、
事
実
上
の
国
家
機
関
で
は
な
く
、
旧
ユ
ー
ゴ
の
指
示
・
指
揮
・
支
配
を
受

け
て
行
わ
れ
た
行
為
で
あ
る
と
も
認
め
な
か

37
）

っ
た
。
か
つ
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
三
条
ｂ
、
ｃ
、
ｅ
項
に
該
当
す
る
行
為
を
旧
ユ
ー
ゴ

が
行
っ
た
か
に
つ
い
て
も
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
否
定

38
）

し
た
。
つ
ま
り
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
あ
た
る
行
為
は
行
わ
れ
た
が
、
そ
れ
は
非
国
家
主
体

に
よ
る
行
為
で
あ
り
、
か
つ
、
国
家
に
帰
属
し
な
い
行
為
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
他
方
で
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
ス
レ
ブ
レ
ニ
カ
に

お
け
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
「
関
連
し
て
」、
旧
ユ
ー
ゴ
に
は
、
防
止
義
務
お
よ
び
処
罰
義
務
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
そ
の
不
履
行
が

あ
っ
た
と
認
定

39
）

し
た
。

こ
の
防
止
義
務
お
よ
び
処
罰
義
務
の
不
履
行
に
関
し
て
は
、
宣
言
判
決
を
も
っ
て
救
済
（rep

a
ra
tio
n

）
と
さ

40
）

れ
た
。
原
告
は
「
ジ

ェ
ノ
サ
イ
ド
に
よ
る
」
法
益
侵
害
に
対
し
て
金
銭
賠
償
を
請
求
し
た
。
け
れ
ど
も
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
こ
の
請
求
を
認
容
し
な
か
っ
た
。
そ

れ
は
、「
防
止
義
務
の
不
履
行
に
よ
り
生
じ
た
」
法
益
侵
害
に
注
目
す
る
と
、
防
止
の
不
履
行
が
な
け
れ
ば
、
ス
レ
ブ
レ
ニ
カ
で
の
ジ

ェ
ノ
サ
イ
ド
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
と
は
い
え
ず
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
よ
る
損
害
は
防
止
義
務
の
不
履
行
と
の
間
に
因
果
関
係
を
も
た

ず
、
金
銭
賠
償
は
救
済
と
し
て
適
当
で
は
な
い
と
い
う
理
由
に

41
）

よ
る
。
本
件
判
決
で
、
防
止
義
務
の
不
履
行
と
因
果
関
係
の
あ
る
法
益
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侵
害
と
し
て
何
が
想
定
さ
れ
て
い
る
か
は
、
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
よ
る
損
害
に
は
、
金
銭
賠
償
に
よ
る
救

済
が
適
用
さ
れ
う
る
こ
と
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
も
認
め
て
い
る
と
解
せ
る
に
と
ど

42
）

ま
る
。

国
家
に
よ
る
国
際
義
務
違
反
と
救
済
の
範
囲
と
の
関
係
が
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
へ
の
疑
問
の
一
つ
で
あ
り
続
け
て
い
る

の
は
、
国
家
と
個
人
と
を
異
な
る
法
平
面
に
お
く
と
い
う
根
本
的
前
提
へ
の
疑
問
と
密
接
に
連
動
し
て
い
る
。
以
下
で
は
、
こ
の
点
の

再
考
か
ら
は
じ
め
て
、
最
近
の
実
践
お
よ
び
学
説
に
よ
る
、
新
た
な
国
家
責
任
法
論
の
構
築
へ
の
契
機
と
可
能
性
を
探
っ
て
い
き
た

い
。24

）

な
お
、
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
は
、
八
条
が
、
人
や
人
の
集
団
の
行
為
が
、
事
実
上
、
国
家
の
指
示
に
基
づ
き
、
ま
た
は
、
指
揮
も
し
く
は
支
配
の
下
で
行
動

し
て
い
た
場
合
に
は
、
国
際
法
上
、
か
か
る
行
為
は
当
該
国
家
に
帰
属
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
九
条
は
、
正
規
の
機
関
が
存
在
し
な
い
か
ま
た
は
機
能
し
な
い
場
合
に
、

人
や
集
団
が
、
事
実
上
統
治
権
能
の
一
部
を
行
使
し
て
い
る
な
ど
の
事
情
の
も
と
で
、
こ
れ
ら
の
人
や
集
団
の
行
為
が
国
家
に
帰
属
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
同
八
条
お
よ

び
九
条
の
検
討
と
し
て
、
薬
師
寺
、
前
掲
注
（
５
）「
国
際
法
委
員
会
『
国
家
責
任
条
文
』
に
お
け
る
私
人
行
為
の
国
家
へ
の
帰
属
」
二
八
二
｜
二
九
〇
頁
。「
事
実
上
の

国
家
機
関
」
観
念
に
お
け
る
国
際
法
の
機
能
に
着
目
す
る
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
、K

ress,
o
p
.
cit.,

su
p
ra n

.
5,
p
.
96.

25
）

C
o
v
e,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 807-814;

T
o
w
n
sen

d
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 640-659;

H
o
o
g
h
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
. 260

et seq
.;
K
ress,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 101-116；

兼
原
「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」
一
七
一
｜
一
七
四
頁
な
ど
。

26
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 1,
p
a
r.
74.

27
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 2,
p
a
rs.

107-110.

28
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 3,
p
p
. 1544-1545.

29
）

国
家
が
喧
伝
し
奨
励
す
る
行
為
を
、
非
国
家
主
体
が
実
行
し
た
場
合
に
、
当
該
国
家
に
行
為
が
帰
属
す
る
か
と
い
う
問
題
意
識
を
示
す
も
の
と
し
て
、K

a
u
fm
a
n
,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
. 2617

et seq
.

同
様
の
問
題
意
識
は
、
国
家
な
い
し
は
政
党
に
よ
り
非
公
式
で
あ
ろ
う
と
も
要
請
さ
れ
る
ボ
イ
コ
ッ
ト
に
関
す
る
、
二
〇
世
紀
半

ば
の
国
家
責
任
法
の
議
論
で
も
み
ら
れ
て
い
る
、L

a
u
terp

a
ch
t,
H
.,
“B
o
y
co
tt in In

tern
a
tio
n
a
l R
ela

tio
n
s,”

14
T
h
e B

ritish Y
ear B

ook of In
tern

ation
al

 
L
aw

(1944),
p
p
. 125

et seq
.;
F
ried

m
a
n
n
,
W
.,
“T
h
e G

ro
w
th
 
o
f S

ta
te C

o
n
tro

l o
v
er th

e In
d
iv
id
u
a
ls,

a
n
d
 
Its E

ffect u
p
o
n
 
th
e
 
R
u
les o

f
 

In
tern

a
tio
n
a
l S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

,”
19
T
h
e B

ritish
 
Y
ear

 
B
ook of In

tern
ation

al L
aw

(1949),
p
p
. 143-145.

30
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 6,
p
a
rs.

392-393.

(

31)
Ib
id
.,
p
a
rs.

396-400.

32
）

Ib
id
.,
p
a
r.
397.
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33
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

396-397.

こ
の
第
二
の
場
合
に
つ
き
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
二
〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
八
条
は
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
の
文
脈
で
解
釈
す
べ
き
で
あ
る
と
し
、

国
家
機
関
で
も
な
く
、
事
実
上
の
国
家
機
関
と
み
な
せ
る
ほ
ど
の
依
存
関
係
は
な
く
て
も
、
問
題
の
行
為
が
国
家
に
帰
属
す
る
場
合
で
あ
る
と
す
る
、ib

id
.,
p
a
r.
399.

か
つ
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
同
八
条
が
、
慣
習
法
で
あ
る
と
宣
言
し
て
い
る
、ib

id
.,
p
a
r.
407.

34
）

こ
の
問
題
は
、
ジ
ェ
ー
ン
ズ
事
件
以
来
議
論
さ
れ
て
き
た
。
ジ
ェ
ー
ン
ズ
事
件
で
は
、
有
害
行
為
を
行
っ
た
私
人
に
対
し
て
、
国
家
が
処
罰
義
務
の
履
行
を
怠
っ
た

こ
と
の
国
家
責
任
と
し
て
、
処
罰
義
務
の
不
履
行
に
よ
る
結
果
に
限
定
し
て
、
救
済
義
務
が
認
定
さ
れ
た
。
け
れ
ど
も
、
ジ
ェ
ー
ン
ズ
事
件
以
後
、
こ
う
し
た
、
私
人
の

有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家
の
行
為
の
結
果
で
あ
る
法
益
侵
害
に
「
限
定
し
て
」、
救
済
義
務
を
認
定
す
る
実
践
は
、
確
立
し
な
か
っ
た
。“O

p
in
io
n
 
a
n
d
 
D
eci-

sio
n
,
N
o
v
em
b
er
16
1926,”

21
A
m
erican

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(1927),
p
. 362

et seq
.

35
）

こ
の
問
題
に
つ
き
筆
者
は
別
稿
で
論
じ
て
い
る
の
で
、
詳
細
は
そ
れ
に
ゆ
ず
る
。
兼
原
「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」
一
六
四
｜
一
六
五
頁
。
ま
た
、
ジ
ェ
ー

ン
ズ
事
件
で
の
委
員
会
見
解
を
支
持
す
る
学
説
な
ど
に
つ
き
、
そ
こ
に
付
し
た
注
で
挙
げ
た
文
献
を
参
照
。
さ
ら
に
、E

a
g
leto

n
,
C
.,
“M

ea
su
res o

f D
a
m
a
g
es in

 
In
tern

a
tio
n
a
l L
a
w
,”
39
Y
ale L

aw
 
Jou

rn
al
(1929),

p
p
. 54-64;

B
eck

er,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 17-23.

も
っ
と
も
、
筆
者
は
、
私
人
の
有
害
行
為
の
結
果

を
特
定
事
態
と
し
、
国
家
が
特
定
事
態
発
生
防
止
の
義
務
に
違
反
し
た
場
合
に
は
、
特
定
事
態
が
発
生
し
な
か
っ
た
状
態
に
回
復
す
る
義
務
を
も
っ
て
救
済
義
務
と
み
な

せ
ば
、
私
人
の
有
害
行
為
そ
れ
自
体
の
結
果
で
あ
る
法
益
侵
害
も
ふ
く
め
て
、
国
家
が
救
済
義
務
を
負
う
理
由
を
説
明
す
る
こ
と
は
で
き
る
と
考
え
て
い
る
。
兼
原
「
法

実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」
一
七
一
｜
一
七
八
頁
。

36
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 6,
p
a
r.
297.

37
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

384-415.

38
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

417-423.

39
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

436,
449-450.

40
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

461-465.

41
）

Ib
id
.,

p
a
rs.

460-463.

処
罰
義
務
の
不
履
行
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
Ｙ
へ
引
き
渡
さ
な
か
っ
た
）
に
つ
い
て
も
、
そ
れ
に
つ
い
て
の
救
済
は
、
宣
言
判
決
に
よ
る
と
し
た
、

ib
id
.,
p
a
rs.

464-465.

42
）

Ib
id
.,
p
a
r.
63.
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四

法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
解
体
か
ら
新
理
論
構
築
へ
の
手
が
か
り

⑴

国
家
と
個
人
お
よ
び
各
々
の
行
為
の
関
係

①

法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰
属
論
は
、
国
家
と
個
人
と
を
異
な
る
平
面
に
お
き
、
国
家
行
為
と
個
人
行
為
と
を
峻
別
す
る
。

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
と
そ
れ
に
至
る
実
践
は
、
国
家
行
為
を
同
定
す
る
基
準
（「
完
全
な
依
存
」・「
国
家
に
よ
る
指
示
あ
る
い
は

指
揮
な
い
し
は
支
配
」）
を
一
定
程
度
に
具
体
化
し
て
き
た
。
そ
れ
に
よ
り
国
家
行
為
の
明
確
化
や
類
型
化
が
進
ん
だ
の
で
あ
り
、
国
家

行
為
と
個
人
行
為
と
の
対
比
が
一
層
明
白
に
な
っ
た
と
み
る
こ
と
は
で
き
る
。
個
人
に
よ
る
有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家
行
為

が
、「
事
前
の
防
止
」
あ
る
い
は
「
事
後
の
審
理
・
処
罰
」
と
い
う
類
型
で
あ
る
こ
と
と
の
相
違
と
対
比
が
、
よ
り
浮
き
彫
り
に
さ
れ

る
と
い
う
意
味
に
お
い
て
で

43
）

あ
る
。

正
規
の
国
家
機
関
の
行
為
で
は
な
い
が
、
個
人
行
為
と
は
区
別
さ
れ
国
家
行
為
と
み
な
さ
れ
る
行
為
を
同
定
す
る
の
は
、
国
家
の
み

が
国
際
法
主
体
で
あ
り
国
際
違
法
行
為
を
な
し
う
る
と
い
う
、
法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
の
論
理
枠
組
に
そ
っ
た
処
理
で
あ
る
。
た

し
か
に
、
国
内
法
上
の
国
家
機
関
と
い
う
主
体
基
準
と
は
異
な
り
、
依
存
関
係
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
い
っ
た
有
害
行
為
や
実
行
主

体
と
国
家
と
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
に
即
し
た
基
準
が
設
定
さ
れ
て
は
い
る
。
と
は
い
え
、
そ
の
よ
う
な
基
準
は
、
国
内
法
上
の
国

家
機
関
と
い
う
主
体
基
準
が
適
用
で
き
な
い
例
外
的
状
況
で
の
適
用
に
と
ど
ま
る
し
、
主
体
基
準
が
適
用
で
き
な
い
の
だ
か
ら
、
主
体

と
は
異
な
る
要
因
に
基
づ
く
基
準
を
設
定
す
る
の
は
、
あ
る
意
味
、
当
然
と
も
い
え
る
か
ら
で
あ
る
。

そ
の
よ
う
に
考
え
れ
ば
、
最
近
の
実
践
は
、
法
実
証
主
義
に
お
け
る
国
家
（
行
為
）
と
個
人
（
行
為
）
と
の
峻
別
と
い
う
基
本
原
則

を
強
固
に
し
た
と
い
え
る
。
し
か
も
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
は
、
救
済
義
務
の
範
囲
の
点
で
も
、
両
者
の
区
別
を
反
映

し
て
、
国
家
み
ず
か
ら
の
行
為
の
結
果
だ
け
に
つ
き
救
済
義
務
を
認
定
す
る
と
い
う
方
針
に
近
似
し
た
内
容
の
判
断
を
示
し
た
。
こ
れ

は
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
の
体
系
を
、
国
家
性
の
論
理
で
一
貫
し
強
化
し
た
と
も
い
え
る
。
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②

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
見
方
を
か
え
る
と
、
こ
れ
ら
の
実
践
か
ら
は
、
法
実
証
主
義
の
前
提
と
そ
の
行
為
帰
属
論
を
離
脱
す

る
手
が
か
り
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
国
内
法
上
の
国
家
機
関
と
い
う
主
体
基
準
以
外
の
基
準
が
具
体
化
・
詳
細
化
さ
れ
て
き
て
い

る
こ
と
は
、
逆
説
的
で
は
あ
る
が
、
国
家
行
為
と
個
人
行
為
を
、
た
と
え
ば
、
国
家
に
よ
る
関
与
の
程
度
・
内
容
・
質
に
よ
り
区
別
は

さ
れ
る
が
、
両
者
を
い
わ
ば
連
続
的
に
と
ら
え
る
発
想
へ
の
転
換
を
誘
発
す
る
と
い
え
る
の
で
は
な
い
か
。「
事
実
上
の
国
家
機
関
」

に
つ
い
て
も
、
国
家
機
関
と
み
な
す
と
い
う
論
理
の
適
用
よ
り
も
、「
依
存
」
と
い
う
要
因
に
比
重
が
お
か
れ
て
い
る
と
も
い
え
る
。

そ
の
よ
う
に
み
れ
ば
、
最
近
の
実
践
が
提
示
し
た
基
準
群
は
、
国
家
機
関
と
い
う
主
体
基
準
で
あ
り
通
常
で
あ
れ
ば
国
内
法
に
依
拠
す

る
法
的
な
基
準
か
ら
、
事
実
に
即
し
た
国
際
法
上
の
基
準
へ
と
比
重
を
移
行
す
る
こ
と
に
意
義
を
も
つ
の
で
は
な
い
か
。

法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
で
は
、
正
規
の
国
家
機
関
は
実
質
的
に
は
国
内
法
が
決
定
す
る
の
で
あ
り
、
国
際
法
は
、
そ
れ
以
上
に

国
家
行
為
を
同
定
す
る
主
体
基
準
の
内
容
に
は
関
心
を
払
っ
て
こ
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
比
し
て
、
こ
こ
で
み
て
き
た
実
践
が
提
示
し
た

依
存
関
係
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
い
っ
た
基
準
は
、
国
家
と
有
害
行
為
や
そ
の
実
行
主
体
と
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
に
即
し
た
実

質
的
な
基
準
で
あ
る
。

法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
で
は
、
国
家
と
個
人
を
法
的
に
同
じ
平
面
に
お
く
こ
と
は
な
く
、
両
者
の
間
に
共
謀
や
共
犯
の
成
立
を

認
め
な
い
。
そ
れ
は
、
国
家
と
個
人
と
は
国
際
法
と
国
内
法
と
い
う
異
な
る
法
の
平
面
に
お
か
れ
る
と
い
う
、
い
わ
ば
純
粋
に
論
理
の

適
用
の
結
果
に
す
ぎ

44
）

な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
国
家
行
為
を
、
国
家
に
よ
る
有
害
行
為
や
実
行
主
体
と
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
に
即

し
て
認
定
す
る
と
い
う
発
想
は
、
国
家
行
為
と
個
人
行
為
と
を
、
こ
こ
に
述
べ
た
よ
う
な
意
味
に
お
い
て
、
連
続
的
に
と
ら
え
る
行
為

帰
属
論
を
誘
発
す
る
動
因
と
な
り
う
る
の
で
あ
る
。

③

法
実
証
主
義
が
国
家
と
個
人
間
に
共
謀
や
共
犯
を
認
め
な
い
こ
と
に
対
し
て
は
、
個
人
の
有
害
行
為
に
関
す
る
防
止
・
処
罰
義

務
の
不
履
行
や
違
反
と
、
国
家
と
個
人
間
の
共
謀
や
共
犯
と
の
区
別
が
、
実
態
に
即
し
て
説
得
力
を
も
つ
か
と
い
う
疑
問
が
提
起
さ
れ

続
け
て
き
て

45
）

い
る
。
た
と
え
ば
、
非
国
家
主
体
に
よ
る
有
害
行
為
に
つ
き
、
国
家
に
よ
る
支
援
・
援
助
な
ど
が
あ
る
場
合
に
、
一
方

20

立教法学 第74号（2007)



で
、
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
類
似
す
る
が
、
程
度
・
内
容
・
質
な
ど
に
お
い
て
特
別
の
関
与
が
あ
る
と
し
て
国
家
へ
の
行
為
帰
属
で
と

ら
え
る
の
か
、
他
方
で
、
そ
れ
と
も
国
家
と
非
国
家
主
体
と
の
間
に
共
犯
と
い
う
観
念
を
認
め
る
の
か
と
い
う
問
題
で

46
）

あ
る
。

こ
の
点
で
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
は
、
同
条
約
三
条
ｂ
、
ｃ
項
に
つ
き
、
旧
ユ
ー
ゴ
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
共
同
謀

議
（co

n
sp
ira
cy

）
や
直
接
か
つ
公
然
た
る
教
唆
（in

citem
en
t

）
の
有
無
を
検
討
す
る
こ
と
に
意
義
は
な
い
と

47
）

し
た
。
そ
れ
は
、
三
条

ａ
項
の
規
定
す
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
、
旧
ユ
ー
ゴ
の
国
家
行
為
か
を
検
討
す
る
に
際
し
て
、
国
家
の
指
示
・
指
揮
・
支
配
が
立
証
さ
れ

な
か
っ
た
と
い
う
結
論
が
出
て
い
る
こ
と
は
、
旧
ユ
ー
ゴ
に
よ
る
共
同
謀
議
は
無
い
と
い
う
結
論
を
も
導
く
と
い
う
理
由
に

48
）

よ
る
。
ま

た
、
教
唆
に
つ
い
て
は
証
明
が
な
さ
れ
て
い
な
い
と
認
定
さ

49
）

れ
た
。

さ
ら
に
、
同
条
約
三
条
ｅ
項
の
、
共
犯
（co

m
p
licity

）
に
つ
き
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
旧
ユ
ー
ゴ
の
共
犯
の
有
無
を
認
定
す
る
に
際
し
、
二

〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
一
六
条
（
た
だ
し
、
こ
れ
は
、「
国
家
間
」
の
共
犯
に
関
す
る
規
定
）
は
慣
習
法
化
し
て
い
る
と
し
て
参
照
し
つ

つ
、
そ
の
意
味
を
特
定
し
て

50
）

い
る
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
共
犯
と
は
支
援
あ
る
い
は
援
助
（a

id
 
o
r a

ssista
n
ce

）
で
あ
り
、
指
示
・
指

揮
・
支
配
を
及
ぼ
す
こ
と
は
そ
れ
以
上
の
効
果
を
も
つ
と
し
て
、
両
者
を
一
応
区
別

51
）

す
る
。
そ
し
て
、
支
援
・
援
助
に
は
、
主
た
る
実

行
者
の
特
定
の
意
思
を
了
知
し
て
い
る
こ
と
が
要
件
と
し
て
付
加
さ

52
）

れ
る
。
こ
れ
ら
の
前
提
的
考
察
を
基
に
し
て
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
主
た
る

実
行
者
へ
の
支
援
が
か
か
る
完
全
な
了
知
を
伴
っ
て
は
い
な
か
っ
た
と
し
て
、
旧
ユ
ー
ゴ
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
共
犯
を
否
定

53
）

し
た
。
な
お
、
共
犯
と
い
う
概
念
は
、
国
家
責
任
法
に
内
在
す
る
概
念
で
は
な
い
と
い
う
点
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
に
よ
り
明
確
に
留
意
さ
れ
て

も

54
）

い
る
。

他
方
で
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
共
犯
と
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
防
止
義
務
の
不
履
行
・
違
反
と
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
に
よ
れ
ば
、
次
の
よ
う
に
区

別
さ
れ
る
。
共
犯
は
、
支
援
・
援
助
と
い
う
特
定
の
行
為
を
意
味
し
、
積
極
的
行
為
を
必
要
と
す
る
と
と
も
に
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
遂

行
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
完
全
な
了
知
を
要

55
）

す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
防
止
義
務
違
反
は
不
作
為
に
よ
り
発
生
す
る
が
、
防
止
を
す

べ
き
時
点
で
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
行
わ
れ
る
確
実
性
（certa

in
ty

）
が
伴
わ
な
く
て
も
、
そ
の
深
刻
な
危
険
の
認
識
が
あ
れ
ば
、
そ
の
不
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履
行
・
違
反
は
あ
り

56
）

う
る
。
そ
し
て
、
防
止
す
べ
き
時
点
で
こ
の
確
実
性
が
伴
わ
な
け
れ
ば
、
国
家
に
よ
る
防
止
義
務
違
反
と
ジ
ェ
ノ

サ
イ
ド
と
の
間
に
は
、
因
果
関
係
が
存
在
し
な
い
か
希
薄
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に

57
）

な
る
。

先
に
み
た
よ
う
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
防
止
義
務
違
反
に
よ
る
旧
ユ
ー
ゴ
の
責
任
は
宣
言
判
決
と
い
う
救
済
の
態
様
で
履
行
さ
れ
る
と
し

て
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
旧
ユ
ー
ゴ
に
帰
属
す
る
場
合
と
で
は
救
済
の
態
様
を
区
別
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
共
犯
と
防
止
義
務
の
不

履
行
と
の
区
別
を
維
持
す
る
点
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
論
理
に
一
貫
性
を
認
め
る
こ
と
は
で
き
る
と
い
え
よ
う
。

④

こ
の
よ
う
な
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
認
定
は
、
個
人
の
有
害
行
為
を
防
止
す
る
義
務
の
国
家
に
よ
る
違
反
と
、
国
家
と
個
人
間
の
共
犯
を
区

別
す
る
と
い
う
点
で
は
、
法
実
証
主
義
の
そ
れ
と
同
じ
で

58
）

あ
る
。
け
れ
ど
も
、
共
犯
を
支
援
や
援
助
で
定
義
し
、
防
止
義
務
違
反
と
共

犯
と
の
区
別
を
、
行
為
の
積
極
性
や
実
行
者
の
意
思
や
行
為
遂
行
に
つ
い
て
の
了
知
な
い
し
は
確
実
性
の
有
無
で
説
明
し
た
こ
と
は
、

法
実
証
主
義
の
よ
う
に
、
純
粋
に
（
個
人
と
国
家
と
を
、
同
じ
法
の
平
面
に
お
か
な
い
と
い
う
）
論
理
の
適
用
に
よ
る
結
論
と
し
て
両
者

を
区
別
す
る
立
場
と
は
、「
質
的
に
」
相
違
し
て
い
る
。
か
つ
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
検
討
に
は
、
国
家
と
個
人
を
同
じ
法
の
平
面
に
お
く
か
否

か
は
と
も
か
く
、
個
人
の
有
害
行
為
に
関
す
る
国
家
の
防
止
義
務
違
反
と
共
犯
と
を
、
現
実
の
行
為
態
様
に
即
し
て
「
連
続
的
」
に
解

す
る
可
能
性
を
見
出
せ
る
。
そ
れ
は
、
国
家
に
よ
る
関
与
の
程
度
・
内
容
・
質
に
よ
り
区
別
す
る
の
で
あ
り
、
論
理
的
な
断
絶
で
は
な

い
と
い
う
意
味
に
お
い
て
で
あ
る
。
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
の
認
定
に
は
、
法
実
証
主
義
の
根
本
に
あ
る
前
提
へ
の
楔
で
あ

り
、
行
為
帰
属
論
の
変
質
へ
の
契
機
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

も
っ
と
も
、
同
判
決
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
の
解
釈
適
用
の
枠
内
で
の
検
討
で
あ
る
と
い
う
限
定
の
下
に
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
こ

そ
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
国
家
責
任
法
を
適
用
し
た
一
般
論
と
し
て
で
は
な
く
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
の
適
用
範
囲
（
三
条
）
お
よ
び
管
轄
権

（
九
条
）
の
問
題
と
と
ら
え
る
こ
と
で
、
国
家
と
個
人
と
の
間
に
共
同
謀
議
や
共
犯
の
成
立
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
か
に
つ
き
、
正

面
か
ら
答
え
る
こ
と
を
回
避
で
き
た
と
い

59
）

え
る
。

か
つ
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
よ
う
に
個
人
の
国
際
犯
罪
と
な
っ
て
い
る
有
害
行
為
を
国
家
が
行
う
と
す
れ
ば
、
国
家
と
個
人
の
関
係
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は
、
国
家
責
任
と
個
人
の
国
際
責
任
と
の
関
係
と
い
う
問
題
に
も
関
わ
っ
て

60
）

く
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
も
本
件
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約

の
解
釈
適
用
で
処
理
し
て
い
る
。
け
れ
ど
も
、
む
し
ろ
本
件
で
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
の
解
釈
適
用
と
し
て
国
家
と
非
国
家
主
体
間
の
共

同
謀
議
や
共
犯
が
検
討
さ
れ
た
こ
と
は
、
別
の
発
想
の
転
換
へ
の
端
緒
を
与
え
て
く
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
一
次
義
務
の
規
定
に
従
い
、

国
家
と
個
人
の
行
為
相
互
の
関
係
を
決
定
す
れ
ば
よ
い
と
い
う
方
法
論
を
想
起
さ
せ
て
も
く
れ
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
法
実
証
主
義

の
国
家
責
任
法
論
に
お
け
る
「
二
」
要
件
相
互
の
独
立
性
の
想
定
や
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
方
法
論
が
二
次
規
則
で
あ
る
国
家
責
任
法
（
行
為
帰

属
論
）
を
、
一
次
規
則
か
ら
遮
断
す
る
こ
と
へ
の
疑
問
を
生
起
さ
せ
る
の
で
あ
る
。

こ
れ
ら
は
以
下
で
あ
ら
た
め
て
と
り
あ
げ
る
が
、
そ
の
前
に
、
国
際
テ
ロ
へ
の
国
家
責
任
法
か
ら
の
対
応
と
し
て
の
、
因
果
関
係
論

を
み
て
お
き
た
い
。
そ
れ
は
、
直
接
的
に
は
行
為
帰
属
論
で
は
な
い
が
、
非
国
家
主
体
に
よ
る
有
害
行
為
に
つ
き
国
家
に
責
任
を
認
め

る
に
際
し
て
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
の
実
践
と
同
様
に
、
有
害
行
為
を
め
ぐ
る
実
態
に
着
目
す
る
と
い
う
意
義
を
も
つ
議
論
と
考
え
ら

れ
る
か
ら
で
あ
る
。

⑵

国
家
行
為
と
の
因
果
関
係
を
重
視
す
る
国
家
責
任
法
論

①

と
く
に
二
〇
〇
一
年
九
月
一
一
日
の
同
時
多
発
テ
ロ
以
来
、
国
際
テ
ロ
へ
の
対
処
と
し
て
国
際
法
学
か
ら
さ
ま
ざ
ま
な
議
論
が

行
わ
れ
て

61
）

い
る
。
国
家
責
任
法
論
に
お
い
て
も
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
拠
点
の
あ
る
領
域
国
の
国
家
責
任
に
つ
き
、
損
害
防
止
義
務
の
厳

格
化
、
国
家
行
為
と
因
果
関
係
の
あ
る
国
際
テ
ロ
の
有
害
な
結
果
に
つ
い
て
の
責
任
の
肯
定
と
い
っ
た
見
解
も
現
れ
て
い
る
。

な
お
、
国
際
テ
ロ
を
支
援
す
る
国
家
に
は
、
海
外
か
ら
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
に
支
援
・
援
助
な
ど
を
与
え
る
国
家
も
あ
り
う
る
が
、
以

下
で
は
テ
ロ
リ
ス
ト
拠
点
国
で
あ
る
領
域
国
を
想
定
し
て

62
）

い
る
。

②

九
・
一
一
同
時
多
発
テ
ロ
に
つ
い
て
、
一
方
で
、
行
為
帰
属
の
観
点
か
ら
、
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
の
政
府
を
タ
リ
バ
ン
政
権
と
み

な
す
と
し
て
も
、
タ
リ
バ
ン
政
権
が
ア
ル
カ
イ
ダ
と
「
完
全
な
依
存
関
係
」
に
あ
っ
た
と
か
、「
指
示
・
指
揮
・
支
配
」
な
ど
を
ア
ル

カ
イ
ダ
に
及
ぼ
し
て
い
た
と
い
う
こ
と
は
、
事
実
に
適
合
し
な
い
と
さ
れ
て

63
）

い
る
。
他
方
で
、
領
域
国
が
相
当
の
注
意
を
用
い
て
、
自
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国
領
域
内
の
個
人
に
よ
る
有
害
行
為
を
防
止
す
る
義
務
や
、
領
域
使
用
の
管
理
責
任
原
則
上
の
義
務
に
対
す
る
違
反
を
理
由
に
、
領
域

国
の
国
家
責
任
を
追
及
す
る
可
能
性
は
あ
る
。

拠
点
国
な
ど
の
国
家
と
国
際
テ
ロ
お
よ
び
テ
ロ
リ
ス
ト
と
の
関
わ
り
方
は
多
様
で
あ
る
。
単
に
領
域
内
に
テ
ロ
リ
ス
ト
が
潜
ん
で
い

る
場
合
、
そ
れ
を
了
知
し
な
が
ら
措
置
を
と
ら
な
い
と
か
と
れ
な
い
場
合
、
テ
ロ
リ
ス
ト
に
財
政
的
支
援
を
行
う
場
合
、
装
備
の
供
給

や
教
練
の
提
供
、
さ
ら
に
は
軍
事
的
支
援
を
行
う
場
合
、
国
際
テ
ロ
の
計
画
策
定
ま
で
関
与
す
る
場
合
な
ど
が
あ
り

64
）

う
る
。
そ
こ
で
、

国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
拠
点
の
あ
る
領
域
国
の
義
務
を
厳
格
に
し
、
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
を
か
く
ま
う
（h

a
rb
o
r

）
こ
と
を
禁
止
し
、
そ
の

違
反
に
よ
り
領
域
国
の
国
家
責
任
を
認
め
る
見
解
な
ど
も

65
）

あ
る
。
け
れ
ど
も
、
現
実
に
は
、
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
拠
点
国
は
、
自
国
領

域
を
支
配
・
管
理
し
国
際
テ
ロ
を
規
制
す
る
能
力
を
欠
い
て
い
る
こ
と
が

66
）

多
い
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
国
際
テ
ロ
を
防
止
す
る
能
力
は
あ
る

が
意
思
を
欠
く
国
家
に
対
し
て
は
義
務
の
厳
格
化
に
意
味
が
あ
る
が
、
能
力
を
欠
く
国
家
に
は
同
じ
意
義
は
期
待
で
き

67
）

な
い
。

そ
う
し
た
多
様
な
事
情
を
ふ
ま
え
な
が
ら
、
か
つ
、
国
際
テ
ロ
と
い
う
有
害
行
為
の
規
模
や
程
度
の
甚
大
性
に
も
鑑
み
て
、
国
際
テ

ロ
と
の
間
の
因
果
関
係
を
重
視
し
て
領
域
国
に
国
家
責
任
を
認
め
る
可
能
性
を
論
ず
る
見
解
が
あ
る
。
そ
れ
は
、
単
に
、
国
際
テ
ロ
リ

ス
ト
の
拠
点
の
あ
る
領
域
国
と
い
う
だ
け
で
、
国
際
テ
ロ
と
の
因
果
関
係
を
当
然
に
肯
定
す
る
の
で
は
な
く
、
領
域
国
の
行
為
（
国
際

テ
ロ
リ
ス
ト
の
存
在
な
ど
に
つ
き
了
知
し
て
い
て
も
措
置
を
と
ら
な
い
、
か
く
ま
う
、
国
際
テ
ロ
を
防
止
し
な
い
な
ど
）
と
国
際
テ
ロ
と
の
因

果
関
係
に
重
点
を
お
く
。
そ
こ
に
は
、
領
域
国
と
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
集
団
と
の
関
わ
り
方
の
多
様
性
を
考
慮

68
）

す
る
視
点
が
あ
る
。
そ
れ

ゆ
え
に
、
因
果
関
係
論
と
行
為
帰
属
論
、
と
り
わ
け
最
近
の
実
践
で
の
そ
れ
と
の
間
に
近
似
性
を
み
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

③

も
っ
と
も
、
有
責
性
の
根
拠
の
一
環
に
因
果
関
係
を
す
え
る
考
え
方
は
、
国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
国
家
責
任
法
か
ら
の
対
応
を

契
機
と
し
て
新
た
に
生
じ
た
わ
け
で
は
な
い
。
た
と
え
ば
、
一
九
九
六
年
に
暫
定
的
に
採
択
さ
れ
た
Ｉ
Ｌ
Ｃ
国
家
責
任
条
文
草
案
は
、

義
務
を
分
類
し
、
個
人
の
有
害
行
為
や
自
然
災
害
に
関
連
す
る
国
家
の
義
務
に
つ
い
て
は
、「
特
定
事
態
発
生
防
止
の
義
務
」
を
規
定

し
て
い
た
。
こ
の
義
務
違
反
の
発
生
に
は
、
国
家
の
防
止
の
欠
如
と
特
定
事
態
発
生
と
の
間
に
、
因
果
関
係
が
存
在
す
る
こ
と
が
必
要
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で

69
）

あ
る
。
ま
た
、
一
九
世
紀
後
半
か
ら
二
〇
世
紀
に
か
け
て
、
個
人
の
有
害
行
為
に
関
連
し
た
国
家
の
行
為
に
よ
り
国
家
責
任
が
認
め

ら
れ
た
事
例
で
、
国
家
の
注
意
義
務
の
懈
怠
を
論
ず
る
例
は
多
い
が
、
因
果
関
係
を
理
由
と
す
る
例
も
あ

70
）

っ
た
。

さ
ら
に
、
国
家
行
為
で
あ
る
こ
と
は
深
刻
な
争
点
に
は
な
ら
な
い
状
況
で
、
因
果
関
係
に
よ
る
国
家
責
任
を
認
め
る
趣
旨
の
実
践
と

し
て
は
、
人
権
保
護
の
分
野
の
例
が
あ
る
。

犯
罪
人
引
渡
し
と
人
権
保
護
の
関
係
で
、
引
渡
し
請
求
国
に
当
該
人
を
引
渡
せ
ば
人
権
侵
害
が
行
わ
れ
る
恐
れ
が
あ
る
場
合
に
は
、

被
請
求
国
は
引
渡
し
に
よ
り
人
権
条
約
義
務
の
違
反
を
問
わ
れ
る
可
能
性
が
議
論
さ
れ
て
き
て
い
る
。
筆
者
は
、
す
で
に
別
稿
で
こ
の

問
題
を
取
り
上
げ
た
の
で
、
詳
細
は
そ
れ
に
譲

71
）

る
が
、
ソ
ー
リ
ン
グ
事
件
が
そ
の
典
型
で

72
）

あ
る
。
そ
の
論
理
は
、
人
権
侵
害
が
実
際
に

行
わ
れ
る
の
は
、
引
渡
し
請
求
国
の
領
域
内
で
あ
り
そ
の
国
家
機
関
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
て
も
、
被
請
求
国
に
よ
る
引
渡
し
の
結
果
、

人
権
侵
害
の
蓋
然
性
が
一
定
程
度
以
上
で
あ
れ
ば
引
き
渡
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
か
り
に
、
引
渡
し
に
よ
り
被
請
求

国
が
人
権
侵
害
に
つ
き
国
家
責
任
を
負
う
と
す
れ
ば
、
そ
の
有
責
性
の
根
拠
と
し
て
は
、
因
果
関
係
が
重
み
を
も
つ
こ
と
に

73
）

な
る
。

④

国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
と
の
関
連
で
主
張
さ
れ
る
因
果
関
係
論
の
一
つ
の
特
徴
は
、
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
拠
点
国
と
、
国
際
テ
ロ
リ
ス

ト
や
国
際
テ
ロ
と
の
関
わ
り
方
が
多
様
で
あ
る
と
い
う
実
態
を
重
視
す
る
点
に

74
）

あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ
れ
は
、
従
来
の
行
為
帰
属
論

で
は
国
際
テ
ロ
を
拠
点
国
の
国
家
行
為
と
す
る
こ
と
は
で
き
に
く
い
と
い
う
前
提
に
た
つ
。
同
時
に
、
従
来
の
領
域
国
の
防
止
義
務
違

反
を
根
拠
と
し
て
い
て
は
、
か
か
る
多
様
な
実
態
を
反
映
し
た
、
実
効
的
な
国
家
責
任
の
追
及
は
で
き
な
い
と
い
う
疑
問
を
解
消
す
る

た
め
の
論
理
で
あ
る
。
そ
し
て
、
個
人
の
有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
領
域
国
の
義
務
が
防
止
か
処
罰
の
義
務
に
単
純
に
類
型
化
さ
れ

て
き
た
こ
と
に
対
し
て
、
領
域
国
の
了
知
、
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
を
か
く
ま
う
こ
と
、
規
制
能
力
が
あ
り
な
が
ら
不
作
為
で
あ
っ
た
こ

と
、
支
援
・
援
助
を
行
っ
た
こ
と
、
そ
し
て
そ
れ
ら
の
事
実
と
国
際
テ
ロ
と
間
の
因
果
関
係
に
焦
点
が
あ
て
ら
れ
る
。

か
か
る
因
果
関
係
論
に
つ
い
て
は
、
ま
だ
こ
う
し
た
多
様
な
状
況
を
理
論
化
し
た
り
類
型
化
す
る
な
ど
の
、
理
論
的
洗
練
や
学
説
の

収
斂
を
み
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。
け
れ
ど
も
、
従
来
か
ら
過
失
と
の
関
係
や
防
止
義
務
の
具
体
的
内
容
と
の
関
連
に
お
い
て
因
果
関
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係
は
意
識
さ
れ
て
き
て
い
た
。
そ
の
意
味
で
、
国
際
テ
ロ
に
関
す
る
因
果
関
係
に
よ
る
国
家
責
任
法
論
は
、
従
来
の
因
果
関
係
に
関
す

る
議
論
と
連
続
性
を
も
ち
つ
つ
も
、
本
稿
の
問
題
意
識
か
ら
み
る
と
次
の
特
徴
を
浮
き
彫
り
に
し
た
と
い
え
る
。

因
果
関
係
論
は
、
行
為
帰
属
に
焦
点
を
当
て
る
議
論
で
は
な
く
、
む
し
ろ
、
非
国
家
主
体
に
よ
る
有
害
行
為
と
関
連
す
る
国
家
行
為

を
一
般
的
に
想
定
し
て
い
る
と
い
え
る
。
た
だ
し
、
注
目
す
べ
き
は
、
こ
こ
で
検
討
し
て
き
た
よ
う
に
、
と
く
に
国
際
テ
ロ
へ
の
対
処

と
し
て
の
因
果
関
係
論
は
、
有
害
行
為
や
実
行
主
体
と
国
家
（
領
域
国
、
国
際
テ
ロ
拠
点
国
な
ど
）
の
関
わ
り
方
の
実
態
を
重
視
し
て
因

果
関
係
の
有
無
を
探
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
特
徴
は
、
先
に
み
た
行
為
帰
属
に
関
す
る
最
近
の
国
家
実
践
の
特
徴
と
一
致
す

る
。法

実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
で
は
、
国
家
の
み
が
国
際
違
法
行
為
の
主
体
で
あ
り
、
個
人
の
有
害
行
為
に
「
関
す
る
」
国
家
行
為

が
国
際
義
務
違
反
で
あ
れ
ば
国
家
責
任
が
発
生
す
る
。
も
っ
と
も
、
た
と
え
ば
領
域
主
権
国
の
事
前
防
止
義
務
を
想
定
す
る
と
、
そ
も

そ
も
防
止
の
程
度
や
基
準
が
完
全
に
は
客
観
化
さ
れ
え
な
い
以
上
は
、
非
国
家
主
体
に
よ
る
現
実
の
有
害
行
為
に
即
し
て
、
個
別
具
体

的
な
事
情
を
考
慮
し
て
は
じ
め
て
防
止
義
務
の
具
体
的
な
内
容
が
決
定
さ

75
）

れ
る
。
防
止
の
義
務
は
、
相
当
の
注
意
義
務
で
あ
り
、
領
域

主
権
に
よ
る
支
配
が
お
よ
ん
で
い
る
こ
と
だ
け
を
根
拠
と
し
て
、
領
域
内
で
国
際
有
害
行
為
が
あ
れ
ば
、
そ
の
結
果
に
よ
り
た
だ
ち
に

領
域
主
権
国
の
国
家
責
任
が
発
生
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
つ
ま
り
、
個
別
具
体
的
な
事
実
や
個
人
の
有
害
行
為
に
即
し
て
こ
そ
、
国
家

の
防
止
義
務
違
反
が
認
定
さ
れ
る
の
で
あ
り
、
領
域
主
権
に
よ
る
支
配
と
い
う
の
は
、
国
家
責
任
の
抽
象
的
論
拠
に
と
ど

76
）

ま
る
。
こ
う

し
た
点
に
鑑
み
る
と
、
こ
こ
で
み
た
特
徴
を
も
つ
因
果
関
係
論
は
、
こ
の
よ
う
な
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
の
規
範
論
理
と
、
義

務
違
反
が
実
際
に
発
生
す
る
個
別
具
体
的
な
状
況
と
い
う
実
態
と
の
間
𨻶
を
埋
め
る
こ
と
の
で
き
る
論
理
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
で
き

る
の
で
あ
る
。

⑤

な
お
、
先
に
み
た
よ
う
に
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
に
は
、
国
家
か
個
人
の
い
ず
れ
が
有
害
行
為
の
実
行
主
体
で
あ
る

か
の
区
別
が
、
救
済
の
範
囲
に
は
反
映
さ
れ
な
い
と
い
う
疑
問
が
あ

77
）

っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
因
果
関
係
論
で
は
、
国
家
行
為
と
因
果
関
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係
の
あ
る
有
害
行
為
の
結
果
に
つ
き
国
家
が
救
済
義
務
を
負
う
こ
と
に
根
拠
が
あ
り
、
か
か
る
疑
問
は
発
生
し
な
い
。

こ
の
点
で
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
は
、
国
家
に
よ
る
防
止
義
務
違
反
と
非
国
家
主
体
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
行
為
と

の
因
果
関
係
を
検
討

78
）

し
た
。
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
国
家
に
よ
る
防
止
の
不
作
為
と
個
人
の
有
害
行
為
と
の
間
の
因
果
関
係
を
国
家
の
責
任
の
根

拠
と
す
る
か
、
ま
た
、
そ
れ
を
救
済
の
範
囲
に
反
映
さ
せ
る
か
に
つ
き
、
十
分
な
論
証
を
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
け
れ
ど
も
、
因

果
関
係
を
用
い
て
、
法
実
証
主
義
の
行
為
帰
属
論
と
救
済
範
囲
の
問
題
と
の
非
一
貫
性
を
解
消
す
る
可
能
性
を
示
す
点
で
、
因
果
関
係

論
と
同
様
の
趣
旨
が
ふ
ま
え
ら
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

⑥

最
近
の
実
践
に
み
る
行
為
帰
属
論
や
因
果
関
係
論
の
一
つ
の
意
義
が
、
有
害
行
為
へ
の
国
家
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
に
即
し

た
国
家
責
任
法
論
を
構
築
し
う
る
こ
と
に
あ
る
と
す
れ
ば
、
国
家
責
任
法
は
二
次
規
則
に
収
束
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
だ
ろ
う
か
。
こ

の
点
を
、
項
を
改
め
て
検
討
し
て
み
た
い
。

⑶

一
次
規
則
と
二
次
規
則
の
相
対
化

①

上
で
み
た
行
為
帰
属
論
に
関
わ
る
最
近
の
実
践
は
、
一
次
規
則
と
二
次
規
則
と
の
区
別
や
国
家
責
任
発
生
に
関
す
る
二
要
件
論

（
国
際
違
法
行
為
と
国
家
の
行
為
）
と
い
う
国
家
責
任
法
の
方
法
論
に
も
影
響
を

79
）

も
つ
。
行
為
帰
属
論
か
ら
こ
れ
ら
の
点
に
対
す
る
疑
問

は
、
す
で
に
学
説
に
よ
り
指
摘
さ
れ
て
き
て
い
る

80
）

の
で
、
こ
の
観
点
か
ら
簡
潔
に
最
近
の
実
践
の
意
義
を
み
て
お
き
た
い
。
そ
れ
は
、

本
稿
の
主
眼
が
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
は
一
次
義
務
の
動
向
に
対
応
し
て
お
り
、
国
際
法
の
発
展
に
寄
与
し
う
る
点
を
み
る
こ
と
に
あ

る
の
で
、
そ
の
前
提
作
業
と
し
て
の
検
討
で
あ
る
。

②

法
実
証
主
義
に
基
づ
く
行
為
帰
属
論
で
は
、
国
家
行
為
の
同
定
は
実
質
的
に
国
内
法
上
の
国
家
機
関
の
決
定
に
依
拠
し
、
一
次

規
則
上
の
義
務
内
容
に
は
関
わ
ら
な
い
。
国
家
機
関
に
よ
る
権
限
逸
脱
等
の
場
合
に
つ
い
て
の
保
証
責
任
論
や
「
外
観
」
論
で
も
、
こ

の
点
は
同
じ
で
あ
る
。

最
近
の
行
為
帰
属
に
関
す
る
実
践
例
は
、
国
内
法
上
の
国
家
機
関
と
い
う
「
行
為
主
体
」
基
準
に
加
え
て
、「
依
存
関
係
」
や
「
指
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示
・
指
揮
・
支
配
」
と
い
う
基
準
に
重
点
を
移
行
す
る
。
論
理
的
に
は
、
そ
れ
ら
が
、
一
次
規
則
と
無
関
係
で
あ
る
可
能
性
は
否
定
さ

れ

81
）

な
い
。
け
れ
ど
も
、
こ
れ
ら
の
基
準
は
、
国
家
に
よ
る
関
与
の
程
度
・
内
容
・
質
な
ど
を
検
討
し
て
、
実
質
的
に
国
家
行
為
と
み
な

せ
る
場
合
を
抽
出
す
る
た
め
の
基
準
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
こ
れ
ら
は
、
国
家
か
ら
個
人
に
対
す
る
支
配
や
相
互
の
関
係
の
あ
り
方

を
国
家
行
為
の
決
定
に
反
映
さ
せ
る
程
度
が
高
い
。
そ
し
て
、
一
次
規
則
が
、
国
家
に
よ
る
領
域
や
個
人
に
対
す
る
支
配
・
管
理
に
関

わ
る
内
容
の
義
務
を
規
定
し
て
い
れ
ば
、
そ
れ
ら
と
、
国
家
行
為
の
同
定
基
準
と
は
関
連
し
合
致
す
る
こ
と
が
十
分
に
予
測
さ

82
）

れ
る
。

こ
の
点
で
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
は
、
一
次
規
則
で
あ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
三
条
が
規
定
す
る
構
成
要
件
（
共
同

謀
議
、
教
唆
、
共
犯
）
と
、
国
家
に
よ
る
「
指
示
・
指
揮
・
支
配
」
の
有
無
を
関
連
さ
せ
つ
つ
、
必
要
な
認
定
を
行
っ
て
い
た
。
ま
た
、

同
事
件
判
決
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
へ
の
共
犯
と
い
う
行
為
類
型
を
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
支
援
あ
る
い
は
援
助
と
定
義

83
）

し
た
。
支
援
や
援

助
と
、
依
存
関
係
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
い
う
要
件
と
に
つ
い
て
、
国
家
の
権
力
的
要
素
に
で
は
な
く
、
国
家
の
関
与
の
態
様
に
着

目
す
れ
ば
、
両
者
の
実
質
的
な
相
違
は
必
ず
し
も
明
確
に
は
な
ら
な
い
し
、
個
別
具
体
的
な
事
例
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
要
因
の
存

否
が
判
断
さ
れ
る
の
で
あ
る
し
、
他
の
要
素
も
考
慮
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
う
る
。
け
れ
ど
も
、
両
者
に
は
、
重
な
る
部
分
が
あ
り
、
実

質
に
お
い
て
類
似
性
を
も
つ
概
念
群
で
あ
る
こ
と
に
は
、
ほ
ぼ
疑
い
が
な
い
。
な
お
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
が
共
犯
の
定
義

と
し
た
「
支
援
や
援
助
」
は
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
判
決
が
、
コ
ン
ト
ラ
の
行
為
が
米
国
に
帰
属
す
る
か
の
判
断
に
際
し
て
依
存
関
係
を

は
か
る
た
め
に
考
慮
し
た
要
因
で
も

84
）

あ
る
。

③

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
が
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
一
条
や
、
し
た
が
っ
て
三
条
も
国
家
み
ず
か
ら
に
よ

る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
に
も
適
用
が
あ
る
と
解
し
、
か
つ
、
実
行
主
体
が
国
家
機
関
で
は
な
か
っ
た
と
い
う
認
定
に
基
づ
い
て
い
た
が
ゆ
え

に
こ
そ
、
一
次
規
則
上
の
義
務
に
関
す
る
同
三
条
が
、
国
家
と
非
国
家
主
体
（
個
人
・
集
団
）
と
の
関
係
に
適
用
さ
れ
る
と
い
う
機
会

を
え
た
。
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
一
条
や
三
条
は
国
家
を
そ
の
行
為
主
体
と
し
て
想
定
し
て
い
な
い
と
い
う
見
解
に
た
て
ば
、
同
三
条
の

解
釈
と
し
て
国
家
と
個
人
の
関
係
を
定
義
す
る
契
機
は
な
か
っ
た
の
で
あ
り
、
そ
の
意
味
で
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
の
先
例
価
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値
は
減
じ

85
）

よ
う
。
し
か
し
、
そ
れ
以
外
に
も
、
支
援
・
援
助
と
い
う
依
存
を
は
か
る
要
因
や
、
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
い
う
国
家
行
為

の
同
定
基
準
と
さ
れ
た
要
因
群
に
注
目
す
る
と
、
そ
れ
ら
と
一
次
規
則
上
の
義
務
内
容
と
が
符
合
し
た
り
連
動
し
た
り
す
る
こ
と
を
示

す
例
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。

ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
判
決
は
、
コ
ン
ト
ラ
に
よ
る
人
道
法
違
反
に
つ
き
米
国
が
扇
動
（en

co
u
ra
g
e

）
し
た
の
は
、
一
九
四
九
年
人
道

法
に
関
す
る
ジ
ュ
ネ
ー
ヴ
四
条
約
の
共
通
一
条
の
「
条
約
尊
重
を
確
保
す
る
」
義
務
の
違
反
で
あ
る
と

86
）

し
た
。
こ
れ
は
、
条
約
違
反
に

当
た
る
行
為
が
非
国
家
主
体
に
よ
り
遂
行
さ
れ
る
場
合
に
、
そ
れ
に
関
連
す
る
条
約
締
約
国
の
「
履
行
を
確
保
す
る
義
務
」
の
内
容
を

具
体
化
し
た
と
い
え
る
。
パ
レ
ス
テ
ィ
ナ
占
領
区
に
お
け
る
壁
建
築
の
法
的
結
果
事
件
（
壁
事
件
）
の
勧
告
的
意
見
で
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
非

国
家
主
体
で
は
な
い
が
外
国
に
よ
る
有
害
行
為
に
関
し
て
、
ジ
ュ
ネ
ー
ヴ
人
道
法
四
条
約
共
通
一
条
の
「
条
約
尊
重
確
保
」
の
義
務
を

強
調
し
て
、
イ
ス
ラ
エ
ル
が
創
出
し
た
違
法
事
態
に
つ
き
、
他
の
す
べ
て
の
国
が
違
法
状
態
を
承
認
し
な
い
義
務
及
び
支
援
・
援
助
を

与
え
な
い
義
務
を
負
い
、
か
つ
、
イ
ス
ラ
エ
ル
に
よ
る
人
道
法
の
履
行
に
加
え
て
自
決
権
侵
害
の
終
止
を
確
保
す
る
義
務
を
負
う
と

87
）

し
た
。

ま
た
、「
支
援
や
援
助
」
は
、
慣
習
法
化
し
た
と
さ
れ
て
い
る
友
好
関
係
原
則
宣
言
原
則
Ｉ
が
、
他
国
内
の
内
戦
や
テ
ロ
を
教
唆
・

援
助
す
る
こ
と
を
禁
じ
て
い
る
こ
と
と
も
、
義
務
の
内
容
と
し
て
、
か
な
り
の
程
度
に
一
致

88
）

す
る
。
く
わ
え
て
、
た
と
え
ば
、
国
際
人

権
Ｂ
規
約
二
条
は
領
域
内
で
あ
り
か
つ
管
轄
の
下
に
あ
る
個
人
に
つ
き
、
人
権
の
尊
重
と
確
保
を
規
定
し
、
欧
州
人
権
条
約
一
条
は
そ

の
管
轄
内
に
あ
る
者
に
権
利
・
自
由
を
保
障
す
る
義
務
を
規
定
す
る
。
こ
う
し
た
条
約
義
務
の
履
行
確
保
を
は
か
る
た
め
に
、
国
家
が

具
体
的
に
何
を
す
べ
き
か
は
、
当
該
条
文
の
解
釈
に
よ
る
。
か
つ
、
有
害
行
為
が
外
国
に
よ
り
な
さ
れ
る
場
合
、
あ
る
い
は
、
自
国
民

や
外
国
人
に
よ
り
な
さ
れ
る
場
合
な
ど
の
区
別
が
あ
る
。

た
だ
、
有
害
行
為
が
非
国
家
主
体
に
よ
り
遂
行
さ
れ
る
場
合
を
想
定
す
る
と
、
最
近
の
行
為
帰
属
に
関
わ
る
実
践
で
、
支
援
・
援
助

や
、
指
示
・
指
揮
・
支
配
に
よ
り
非
国
家
主
体
が
行
う
条
約
違
反
に
当
た
る
行
為
に
つ
き
、
国
家
を
共
犯
と
み
な
し
た
り
、
国
家
に
帰
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属
す
る
と
い
う
行
為
帰
属
基
準
が
提
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
国
家
が
そ
れ
ら
の
基
準
の
示
す
よ
う
な
関
与
を
し
な
い
よ
う
に
抑
止
す

る
と
い
う
意
味
で
、
条
約
義
務
の
履
行
を
促
進
す
る
効
果
は
期
待
で
き
る
と
い
え
よ
う
。
つ
ま
り
は
、
次
に
述
べ
る
よ
う
に
、
一
次
規

則
上
の
義
務
の
実
効
性
を
、
二
次
規
則
で
あ
る
行
為
帰
属
論
が
促
進
す
る
と
い
う
効
果
へ
の
期
待
で
あ
る
。

④

依
存
関
係
」
や
「
指
示
・
指
揮
・
支
配
」
と
い
っ
た
行
為
帰
属
の
新
た
な
基
準
群
は
、
典
型
的
に
国
家
機
関
の
行
為
が
あ
る

と
い
う
争
い
の
な
い
状
況
で
は
な
く
、
有
害
行
為
を
め
ぐ
り
、
ま
さ
に
実
行
主
体
が
国
家
か
非
国
家
か
が
争
わ
れ
う
る
状
況
で
適
用
さ

れ
る
。
争
わ
れ
る
背
後
に
は
、
従
来
の
国
家
機
関
と
い
う
基
準
に
従
え
ば
国
家
行
為
と
は
い
え
な
い
が
、
国
家
行
為
と
み
な
す
べ
き
と

い
う
実
体
的
判
断
が
あ
ろ
う
。
そ
れ
の
み
な
ら
ず
、
国
家
行
為
を
広
く
と
ら
え
、
国
家
自
身
の
義
務
違
反
を
問
う
可
能
性
を
広
げ
て
、

一
次
規
則
上
の
義
務
の
履
行
を
確
保
す
る
と
い
う
要
請
も
あ
る
と
い
え
る
。

そ
う
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
一
次
規
則
上
の
義
務
や
そ
の
発
展
の
動
向
と
二
次
規
則
上
の
行
為
帰
属
要
件
と
が
符
合
し
て
き
て
い
る
こ

と
に
は
、
次
の
よ
う
な
意
義
を
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

正
規
の
国
家
機
関
で
は
な
い
実
行
主
体
に
よ
る
行
為
で
も
、
支
援
・
援
助
を
行
う
国
家
へ
の
依
存
や
国
家
に
よ
る
指
示
・
指
揮
・
支

配
に
よ
り
国
家
へ
の
行
為
帰
属
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
、
一
次
規
則
上
で
特
定
の
有
害
行
為
を
支
援
・
援
助
す
る
こ
と
を
慎
む
義
務

や
、
あ
る
い
は
、
計
画
・
指
揮
・
支
配
を
慎
む
義
務
が
規
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
独
自
の
意
義
は
も
ち
に
く
い
。
か
か
る
行
為

が
、
国
家
に
帰
属
す
る
こ
と
の
証
明
が
残
る
だ
け
で
あ
る
。
他
方
で
、
国
際
法
の
す
べ
て
の
分
野
で
、
実
定
法
上
、
有
害
行
為
へ
の
支

援
・
援
助
な
ど
を
慎
む
義
務
が
明
示
に
成
立
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
、
条
約
の
履
行
確
保
の
義
務
は
、
あ
る
意
味
当
然
の
義

務
で
は
あ
る
が
、
そ
の
具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
履
行
確
保
の
義
務
が
条
約
に
規
定
さ
れ
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
定
め
ら
れ
て

は
い
な
い
。

そ
こ
で
、
国
家
が
有
害
行
為
を
支
援
・
援
助
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
し
た
り
す
る
こ
と
で
、
条
約
の
定
め
る
違
反
行
為
が
非
国
家
主

体
に
よ
り
実
行
さ
れ
た
場
合
で
も
こ
れ
を
国
家
行
為
と
み
な
し
、
国
家
責
任
の
追
及
を
可
能
に
し
、
国
家
が
そ
れ
ら
を
行
う
こ
と
に
抑
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止
効
果
を
期
待
す
る
こ
と
は
あ
り
う
る
。
そ
の
結
果
、
一
次
規
則
上
の
義
務
が
そ
の
内
容
を
具
体
化
さ
れ
た
り
実
効
性
を
増
大
さ
せ
て

い
く
と
す
れ
ば
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
は
、
支
援
や
援
助
あ
る
い
は
指
示
・
指
揮
・
支
配
と
い
っ
た
、
国
家
に
よ
る
関
与
を
慎
む
一
次

規
則
上
の
義
務
が
成
立
す
る
段
階
へ
の
、
い
わ
ば
過
度
的
段
階
と
し
て
、
そ
の
よ
う
な
義
務
の
成
立
を
促
進
す
る
と
評
価
す
る
こ
と
も

で
き
よ
う
。
二
次
規
則
で
あ
る
国
家
責
任
法
の
行
為
帰
属
論
が
、
一
次
規
則
上
の
義
務
の
履
行
の
態
様
を
、
一
次
規
則
の
発
展
に
先
行

し
て
、
具
体
化
・
類
型
化
し
て
い
る
と
も
い
え
よ
う
。

こ
こ
で
述
べ
た
こ
と
は
、
特
定
の
一
次
規
則
と
の
関
係
で
二
次
規
則
の
内
容
が
影
響
を
受
け
る
か
否
か
と
い
う
視
点
か
ら
で
は
な

く
、
国
際
法
の
発
展
の
動
向
の
中
で
、
二
次
規
則
の
展
開
が
そ
れ
と
連
動
し
て
ど
の
よ
う
な
効
果
を
も
つ
か
と
い
う
視
点
か
ら
の
評
価

で
あ
る
。
し
か
も
、「
他
国
領
域
内
」
で
の
義
務
違
反
や
有
害
行
為
へ
の
支
援
・
援
助
の
禁
止
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
行
為
帰
属
論

の
最
近
の
展
開
の
意
義
と
し
て
、
加
え
て
以
下
の
点
を
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

⑷

国
際
義
務
の
国
際
的
履
行
と
国
家
行
為
の
同
定
と
の
連
動

①

二
〇
世
紀
以
来
の
国
際
法
の
特
徴
は
、
国
際
法
が
か
つ
て
は
主
権
国
家
が
裁
量
に
よ
り
決
定
し
た
国
内
事
項
に
ま
で
規
律
を
及

ぼ
す
と
い
う
、
国
際
法
に
よ
る
規
制
の
国
内
浸
透
で
あ
ろ
う
。
国
内
で
の
人
権
保
障
、
国
家
領
域
や
管
轄
下
で
の
個
人
の
ラ
イ
フ
・
ス

タ
イ
ル
や
経
済
活
動
に
規
制
を
及
ぼ
し
て
ま
で
の
、
環
境
損
害
の
防
止
な
ど
が
そ
の
典
型
で
あ
る
。
一
次
規
則
の
発
展
と
そ
の
要
請
を

受
け
て
、
国
際
法
の
国
内
的
履
行
を
確
保
す
る
た
め
に
、
国
家
責
任
法
か
ら
の
あ
り
う
る
対
応
は
、
国
内
法
に
よ
る
国
家
機
関
の
決
定

に
終
止
せ
ず
に
国
家
行
為
を
国
際
法
が
実
質
的
に
決
定
し
、
そ
の
範
囲
を
拡
大
し
、
そ
れ
が
国
際
義
務
の
違
反
で
あ
れ
ば
国
家
責
任
を

発
生
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
と
い

89
）

え
る
。

②

さ
ら
に
、
す
で
に
例
を
み
た
よ
う
に
、
国
家
が
国
際
義
務
の
「
履
行
を
確
保
す
る
義
務
」
は
、
典
型
的
に
は
自
国
領
域
や
自
国

の
管
轄
下
を
想
定
す
る
が
、
他
国
領
域
内
で
他
国
に
よ
る
の
み
な
ら
ず
他
国
民
に
よ
る
行
為
で
も
、
内
戦
や
国
際
テ
ロ
、
人
道
法
違
反

な
ど
の
支
援
・
援
助
を
慎
む
義
務
が
成
立
し
つ
つ

90
）

あ
る
。
明
文
の
例
と
し
て
は
、
す
で
に
み
た
よ
う
に
、
慣
習
法
化
し
て
い
る
と
さ
れ
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る
友
好
関
係
原
則
宣
言
原
則
Ⅰ
が
あ
る
。
ま
た
、
ジ
ュ
ネ
ー
ヴ
人
道
法
四
条
約
共
通
一
条
や
、
国
際
人
権
Ｂ
規
約
二
条
、
欧
州
人
権
条

約
一
条
な
ど
の
条
約
の
履
行
確
保
規
定
あ
る
い
は
条
約
の
適
用
範
囲
規
定
の
解
釈
と
し
て
も
、
条
約
の
履
行
確
保
に
は
他
国
領
域
内
で

の
そ
れ
も
含
む
こ
と
が
、
学
説
や
実
践
に
よ
り
徐
々
に
で
は
あ
る
が
承
認
さ
れ
つ
つ

91
）

あ
る
。
国
際
義
務
の
履
行
確
保
の
単
位
と
し
て
、

領
域
と
い
う
基
準
が
絶
対
的
な
い
し
は
優
先
的
地
位
を
占
め
な
く
な
っ
た
の
で
あ
り
、
領
域
基
準
の
相
対
化
と
も
い

92
）

え
る
。

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
み
た
「
依
存
関
係
」「
指
示
・
指
揮
・
支
配
」
に
よ
る
国
家
行
為
の
同
定
は
、
他
国
領
域
で
の
他

国
民
に
よ
る
有
害
行
為
に
つ
い
て
も
適
用
さ
れ
う
る
。
ニ
カ
ラ
グ
ア
事
件
で
は
、
ニ
カ
ラ
グ
ア
領
域
内
で
の
コ
ン
ト
ラ
に
よ
る
人
道
法

違
反
行
為
が
、
米
国
に
帰
属
す
る
可
能
性
は
少
な
く
と
も
示
唆
さ
れ
た
の
で

93
）

あ
る
。

③

も
と
も
と
行
為
帰
属
論
で
も
、
国
家
機
関
の
行
為
の
場
所
が
当
該
国
家
の
領
域
に
限
ら
れ
な
い
こ
と
は
、
か
ね
て
よ
り
認
め
ら

れ
て
き
て

94
）

い
る
。
か
つ
、
本
稿
で
検
討
し
た
最
近
の
国
家
実
践
の
よ
う
に
、
他
国
領
域
で
の
他
国
民
に
よ
る
有
害
行
為
に
支
援
・
援
助

を
与
え
た
り
、
指
示
・
指
揮
・
支
配
を
及
ぼ
し
た
国
家
に
、
そ
の
有
害
行
為
が
帰
属
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
他
国
民
が
当
該
国
家
の
国
家

機
関
と
み
な
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
に
せ
よ
、
外
国
人
の
行
為
が
国
家
に
帰
属
す
る
と
い
う
点
で
は
、
行
為
帰
属
に
お
い
て
国
籍
と
い

う
要
因
も
決
定
的
な
意
味
を
も
た
な
い
と
い

95
）

え
る
。

こ
れ
に
加
え
て
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
の
示
す
基
準
が
確
立
し
て
い
け
ば
、
領
域
基
準
の
相
対
化
は
、
次
の
意
味
で
進
展
す
る
。
す

で
に
指
摘
さ
れ
て
き
て
い
る
領
域
基
準
の
相
対
化
の
意
味
は
、
た
と
え
ば
、
ロ
ワ
ジ
ド
ウ
事
件
に
お
け
る
議
論
に
典
型
的
で
あ
る
よ
う

に
、
自
国
領
域
で
は
な
い
が
「
そ
の
場
所
に
支
配
を
及
ぼ
し
て
い
る
」
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
そ
の
場
所
に
つ
き
国
際
義
務
の
「
履
行

を
確
保
す
る
義
務
」
を
負
う
と
い
う
こ
と
で

96
）

あ
る
。
こ
の
点
で
、
壁
事
件
で
も
、
国
際
人
権
Ｂ
規
約
に
つ
き
、
領
域
外
で
あ
っ
て
も

（
当
該
対
象
区
域
に
）
管
轄
権
を
行
使
し
て
い
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て
、
イ
ス
ラ
エ
ル
は
同
規
約
上
の
人
権
保
護
義
務
を
負
う
と
し
て

97
）

い
る
。
こ
れ
に
比
し
て
、
行
為
帰
属
の
基
準
と
し
て
発
展
し
て
き
て
い
る
依
存
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
が
、
あ
る
国
家
と
外
国
領
域
に

お
け
る
外
国
人
と
の
関
係
を
指
す
場
合
に
は
、
場
所
で
は
な
く
、
自
国
領
域
以
外
の
場
所
に
あ
る
人
や
そ
の
行
為
に
対
し
て
そ
れ
ら
の
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関
与
を
し
て
い
る
こ
と
が
、
行
為
帰
属
の
要
件
に
な
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
行
為
が
帰
属
さ
せ
ら
れ
る
国

の
判
断
基
準
と
し
て
領
域
基
準
が
意
義
を
減
少
さ
せ
て
い
る
と
同
時
に
、
当
該
有
害
行
為
が
行
わ
れ
る
場
所
を
領
域
と
し
て
い
る
外
国

の
領
域
主
権
も
ま
た
、
相
対
化
し
て
い
る
と
も
い
え
る
の
で
あ
る
。

国
際
法
学
の
発
展
と
い
う
観
点
か
ら
重
要
な
こ
と
は
、
こ
こ
で
述
べ
た
意
味
で
の
領
域
基
準
の
相
対
性
の
も
と
で
、
外
国
領
域
内
の

外
国
人
の
行
為
へ
の
関
与
に
よ
る
国
家
へ
の
行
為
帰
属
が
承
認
さ
れ
た
り
、
そ
れ
へ
の
支
援
・
援
助
を
慎
む
義
務
が
成
立
し
つ
つ
あ
る

こ
と
は
、
国
際
義
務
の
「
国
際
的
」
実
現
へ
の
手
法
と
し
て
の
機
能
を
も
つ
こ
と
で

98
）

あ
る
。
内
容
や
法
的
根
拠
の
点
で
脆
弱
な
段
階
に

あ
る
も
の
の
、「
保
護
の
責
任
（
主
権
国
家
が
、
そ
し
て
他
国
や
国
際
社
会
が
、
人
民
を
大
量
殺
害
・
飢
餓
な
ど
の
不
可
避
の
大
惨
事
か
ら
保

護
す
る
責
任
）」
の
観
念
が
唱
え
ら
れ
て
い
る
の
も
、
国
際
法
の
め
ざ
す
べ
き
同
様
の
方
向
を
示
唆
す
る
も
の
と
い
え

99
）

よ
う
。

④

も
っ
と
も
、
条
約
の
履
行
を
確
保
す
る
締
約
国
義
務
が
、
自
国
以
外
の
国
家
の
領
域
内
で
の
当
該
国
家
や
当
該
国
国
民
に
よ
る

国
際
義
務
の
履
行
を
確
保
す
る
こ
と
を
含
む
と
し
て
も
、
そ
の
内
容
は
、
せ
い
ぜ
い
、（
外
国
自
身
に
よ
る
に
せ
よ
他
国
民
に
よ
る
に
せ

よ
）
義
務
違
反
の
支
援
・
援
助
を
慎
む
こ
と
に
、
一
定
の
収
斂
が
み
ら
れ
る
段
階
に
と
ど

100
）

ま
る
。
ま
た
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
が
、
外

国
領
域
内
で
の
義
務
違
反
に
対
し
て
国
家
に
よ
る
支
援
・
援
助
や
指
示
・
指
揮
・
支
配
が
あ
れ
ば
当
該
国
家
に
行
為
帰
属
を
認
め
る
こ

と
は
、
条
約
の
「
履
行
を
確
保
す
る
」
義
務
と
い
う
一
次
規
則
上
の
義
務
そ
の
も
の
の
確
立
は
意
味
し
な
い
。
そ
う
で
は
な
く
、
国
家

責
任
法
の
分
野
で
は
、
外
国
領
域
内
の
外
国
人
個
人
の
行
為
を
国
家
に
帰
属
さ
せ
国
家
責
任
を
発
生
さ
せ
る
可
能
性
を
認
め
る
こ
と

で
、
一
次
規
則
上
の
国
際
義
務
違
反
の
「
国
際
的
」
抑
止
に
む
け
た
対
応
を
し
た
と
み
な
せ
る
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
も
、
条
約
の
国
内

的
履
行
確
保
の
場
合
と
同
様
に
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
は
、
あ
り
う
る
国
際
法
の
発
展
方
向
に
照
ら
せ
ば
、
支
援
・
援
助
な
ど
の
関
与

を
慎
む
義
務
が
成
立
す
る
段
階
へ
の
い
わ
ば
過
渡
的
段
階
と
し
て
、
さ
ら
に
は
、
そ
う
し
た
国
際
義
務
の
成
立
を
促
す
誘
引
と
し
て
の

機
能
を
に
な
う
も
の
と
い
え
よ
う
。
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43
）

も
っ
と
も
、
論
理
的
に
は
、
個
人
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家
行
為
を
、
個
人
の
国
家
へ
の
依
存
関
係
や
、
国
家
に
よ
る
指
示
・
指
揮
・
支
配
に
よ
り
と
ら
え
る
こ

と
も
考
え
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
問
題
が
あ
る
。
い
い
か
え
れ
ば
、
個
人
に
よ
る
有
害
行
為
に
「
関
連
す
る
」
国
家
行
為
と
い
う
観
念
に
つ
き
、「
事
前
の
防

止
」・「
事
後
の
処
罰
」
と
い
う
類
型
の
重
み
を
解
消
し
て
、
こ
こ
に
い
う
要
因
を
「
程
度
」
で
は
か
り
、
そ
れ
が
一
定
程
度
に
達
す
れ
ば
国
家
行
為
、
そ
れ
以
下
で
あ
れ

ば
、
個
人
に
よ
る
有
害
行
為
と
す
る
と
い
う
区
別
も
あ
り
う
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
こ
に
い
う
要
因
に
よ
り
国
家
へ
の
行
為
帰
属
が
認
定
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
は
、
法

実
証
主
義
が
、
国
家
と
個
人
と
を
異
な
る
法
の
平
面
に
お
く
と
い
う
前
提
に
た
ち
、「
論
理
的
に
」
両
者
の
行
為
の
連
続
性
を
排
除
し
、
両
者
を
別
個
の
観
念
と
し
て
対

置
さ
せ
て
い
る
こ
と
に
対
す
る
、
疑
問
提
起
に
つ
な
が
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

44
）

そ
れ
ゆ
え
に
、
何
も
証
明
し
て
は
い
な
い
と
い
う
批
判
は
的
を
射
て
い
る
。
た
と
え
ば
、“R

ep
o
rt o

f th
e In

tern
a
tio
n
a
l L
a
w
 
C
o
m
m
issio

n o
n its tw

en
ty

-sev
en
th sessio

n
,”
Y
earbook of In

tern
ation

al L
aw
 
C
om
m
ission

 
1
9
7
5
(1976)

V
o
l.
II,
P
a
rt T

w
o
,
p
p
. 71-72.

45
）

コ
ル
フ
海
峡
事
件
で
、
多
数
意
見
が
ア
ル
バ
ニ
ア
が
何
者
か
に
よ
る
領
海
へ
の
機
雷
の
敷
設
を
了
知
し
て
い
た
こ
と
と
、
ア
ル
バ
ニ
ア
と
何
者
か
の
共
謀
（co

llu
-

sio
n
,
co
n
n
iv
a
n
ce

）
と
を
区
別
す
る
こ
と
に
対
す
る
疑
問
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。
コ
ル
フ
海
峡
事
件
（
本
案
）
判
決
、IC

J R
eports 1

9
4
9
,
p
. 4.

ウ
ニ
ア
ル
ス
キ
判

事
の
反
対
意
見
、ib

id
.,
p
. 50.

同
じ
く
、
バ
ダ
ヴ
ィ
・
パ
シ
ャ
判
事
の
反
対
意
見
、ib

id
.,
p
. 61.

こ
う
し
た
疑
問
が
提
起
さ
れ
続
け
て
き
て
い
る
こ
と
を
想
起
す
る
か

ら
こ
そ
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
で
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
、
国
家
み
ず
か
ら
に
よ
る
有
害
行
為
（
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
）
の
態
様
を
詳
細
に
定
義
す
る
と
と
も
に
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ

ド
条
約
の
解
釈
適
用
の
範
囲
に
お
い
て
で
は
あ
る
が
、
旧
ユ
ー
ゴ
と
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
実
行
主
体
と
の
間
に
共
犯
関
係
が
成
立
す
る
こ
と
と
、
旧
ユ
ー
ゴ
に
よ
る
防
止
義
務

の
違
反
と
の
区
別
を
も
論
じ
た
と
解
さ
れ
る
。

46
）

国
家
に
よ
る
国
際
テ
ロ
の
計
画
、
テ
ロ
リ
ス
ト
の
組
織
・
訓
練
と
い
っ
た
直
接
的
関
与
に
つ
き
、
共
犯
と
い
う
観
念
を
用
い
る
も
の
と
し
て
、S

u
ch
a
ritk

u
l,

o
p

 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 7,

p
. 256.

タ
ジ
ッ
チ
事
件
で
提
示
さ
れ
た
基
準
、
全
般
的
支
配
（co

n
tro

l

）
は
共
謀
（co

llu
sio
n

）
と
近
似
し
う
る
こ
と
を
論
ず
る
例
と
し
て
、

K
ress,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 114-116

a
n
d its fo

o
tn
o
te n

. 155.

共
犯
で
は
な
く
行
為
帰
属
の
有
無
と
い
う
法
実
証
主
義
の
論
理
枠
組
を
基
本
的
に
維
持
す
る
こ

と
を
示
唆
す
る
も
の
と
し
て
、Jin

k
s,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,p
p
. 89-90.

な
お
、
共
謀
や
共
犯
と
い
う
観
念
へ
の
関
心
の
高
ま
り
を
反
映
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
が
、
二

〇
〇
一
年
国
家
責
任
条
文
一
六
条
の
規
定
す
る
国
家
間
の
支
援
・
援
助
に
つ
き
検
討
す
る
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
、G

ra
efra

th
,
B
.,
“C
o
m
p
licity in th

e L
a
w
 
o
f

 
S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

,”
29
R
evu

e belge d
e d

roit in
tern

ation
al
(1996/2),

p
p
. 270-280.

47
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 6,
p
a
r.
417.

48
）

Ib
id
.

49
）

Ib
id
.

50
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

419-421.

51
）

Ib
id
.,
p
a
r.
420.

52
）

Ib
id
.,
p
a
r.
421.

53
）

Ib
id
.,
p
a
r.
424.

54
）

Ib
id
.,
p
a
r.
419.
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55
）

Ib
id
.,
p
a
r.
432.

56
）

Ib
id
.,
p
a
r.
432.

57
）

Ib
id
.,
p
a
rs.

432,
462.

58
）

上
記
の
よ
う
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
は
注
意
深
く
、
国
家
責
任
法
に
は
共
犯
と
い
う
概
念
は
内
在
し
て
い
な
い
と
し
て
い
る
、ib

id
.,
419.

59
）

な
お
、
本
稿
で
は
こ
の
問
題
に
ふ
み
こ
ま
な
い
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｊ
が
、
国
家
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
共
同
謀
議
や
共
犯
（
三
条
ｂ
、
ｅ
）
を
検
討
し
た
の
は
、
次
の
前

提
に
基
づ
く
。
同
一
条
は
、
個
人
に
よ
る
も
の
に
と
ど
ま
ら
ず
、
国
家
み
ず
か
ら
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
お
よ
び
三
条
の
規
定
す
る
行
為
群
を
禁
止
し
て
も
お
り
、
九
条

に
よ
る
本
件
の
Ｉ
Ｃ
Ｊ
管
轄
権
は
、
国
家
み
ず
か
ら
に
よ
る
こ
れ
ら
の
行
為
を
理
由
と
す
る
国
家
責
任
の
問
題
に
つ
い
て
も
成
立
す
る
と
い
う
認
定
が
、
一
九
九
六
年
七

月
一
一
日
先
決
的
抗
弁
に
関
す
る
判
決
で
示
さ
れ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。IC
J R

eports 1
9
9
6
,
p
a
rs.

30,
32.

小
田
判
事
の
反
対
意
見
、ib

id
.,
p
a
rs.

4-10.

二
〇
〇
七

年
判
決
に
よ
る
こ
の
点
の
確
認
、o

p cit.,
su
p
ra n

.
6,
p
a
r.
152.

同
判
決
に
よ
る
こ
の
問
題
に
関
す
る
結
論
、ib

id
.,
p
a
rs.

166-167,
179.

S
ep
a
ra
te O

p
in
io
n o

f
 

Ju
d
g
e O

w
a
d
a
,
p
a
rs.

38
et seq

,
h
ttp
: //w

w
w
.icj -cij.o

rg
/d
o
ck
et /files /91/13697.p

d
f,
v
isited o

n th
e
12

o
f O

cto
b
er,

2007;
Jo
in
t D

ecla
ra
tio
n o

f
 

Ju
d
g
e S

h
i a
n
d K

o
ro
m
a
,
p
a
r.
4,
h
ttp
: //w

w
w
.icj -cij.o

rg
/d
o
ck
et /files /91/13695.p

d
f,
v
isited o

n th
e
12

o
f O

cto
b
er,

2007;
S
ep
a
ra
te O

p
in
io
n o

f
 

Ju
d
g
e T

o
m
k
a
,
p
a
rs.

41-42,
43,

51
et seq

,
h
ttp
//w

w
w
.icj -cij.o

rg
/d
o
ck
et /files /91/13699.p

d
f,
v
isited o

n th
e
12

o
f O

cto
b
er,

2007.

60
）

ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
を
個
人
の
国
際
犯
罪
に
と
ど
め
る
か
、
国
家
に
よ
る
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
の
実
行
と
し
て
国
家
責
任
を
（
も
）
認
め
る
か
は
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
の
関

連
規
定
群
の
解
釈
だ
け
で
は
な
く
、
国
際
法
の
政
策
的
判
断
に
も
か
か
わ
っ
て
く
る
。
す
な
わ
ち
、
い
ず
れ
の
方
法
が
実
効
的
に
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
を
防
止
・
抑
止
で
き
る

か
で
あ
り
、
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
が
侵
害
す
る
法
益
を
い
か
な
る
性
質
で
と
ら
え
る
か
な
ど
の
問
題
が
あ
る
。
本
稿
は
、
後
述
の
よ
う
に
、
国
家
責
任
法
が
二
次
規
則
に
収
束

せ
ず
、
一
次
規
則
な
い
し
は
国
際
法
の
め
ざ
す
目
的
と
実
質
的
に
関
わ
り
そ
れ
に
資
す
る
機
能
を
果
た
す
こ
と
に
注
目
す
る
の
で
、
こ
の
よ
う
な
問
題
意
識
は
本
稿
の
そ

れ
と
も
関
連
す
る
。
こ
こ
で
は
そ
れ
を
示
す
に
と
ど
め
る
が
、
そ
う
し
た
議
論
を
行
う
も
の
と
し
て
、
以
下
を
参
照
。N

o
llk
a
em
p
er,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 620-

622;
B
o
s,
A
.,
“C
rim

es o
f S

ta
te:

In
 
N
eed

 
o
f L

eg
a
l R

u
les?”

L
iber

 
A
m
icoru

m
 
in
 
H
on
ou
r
 
of
 
P
ieter

 
K
oojim

an
s,
S
tate,

S
overeign

ty,
an
d

 
In
tern

ation
al G

overn
an
ce
(2002),

p
p
. 226-228;

R
o
sen

n
e,
S
h
.,
“W

a
r C

rim
es a

n
d S

ta
te R

esp
o
n
sib
ility

,”
24
Israel Y

earbook on H
u
m
an R

igh
ts

(1995),
p
p
. 72-81;

D
u
p
u
y
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 7-11;

S
p
in
ed
i,
M
.,
“S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

 
v
.
In
d
iv
id
u
a
l R

esp
o
n
sib
ility

 
fo
r In

tern
a
tio
n
a
l

 
C
rim

es:
T
ertiu

m
 
N
o
n D

a
tu
r?”

13
E
u
ropean

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2002),
p
p
. 898-899.

61
）

上
注
（
７
）
に
挙
げ
た
文
献
に
加
え
て
、
本
稿
の
適
当
な
場
所
で
参
照
す
る
も
の
を
こ
こ
で
ま
と
め
て
挙
げ
て
お
く
。M

u
rp
h
y
,
S
.
D
.,
“T
erro

rism
 
a
n
d
 
th
e

 
C
o
n
cep

t o
f
‘A
rm
ed A

tta
ck
’
in A

rticle
51
o
f th

e U
.
N
.
C
h
a
rter,”

43
H
arvard

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2002),
p
p
. 41-51;

D
u
p
u
y
,
P
. -M

.,

“T
h
e A

tta
ck o

n th
e W

o
rld T

ra
d
e C

en
ter:

L
eg
a
l R

esp
o
n
ses,”

in
“T
h
e L

a
w
 
a
fter th

e D
estru

ctio
n o

f th
e T

o
w
ers,”

13
E
u
ropean

 
Jou

rn
al of

 
In
tern

ation
al L

aw
,
D
iscu

ssion
 
F
oru

m
(2002),

h
ttp
: //w

w
w
.ejil.o

rg
/fo

ru
m

W
T
C
/n
y
-d
u
p
u
y
.
h
tm
l,
v
isited

 
o
n
 
th
e
12

o
f O

cto
b
er,

2007;

B
a
ssio

u
n
i,
M
.
C
h
.,
“L
eg
a
l C
o
n
tro

l o
f In

tern
a
tio
n
a
l T

erro
rism

:
A
 
P
o
licy

-O
rien

ted A
ssessm

en
t,”

43
H
arvard

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2002),
p
p
. 83-103;

C
o
n
d
o
relli,

L
.,
“L
es a

ttein
tes d

u
11
sep

tem
b
re et leu

rs su
ites:

o
u
v
a le d

ro
it in

tern
a
tio
n
a
l?”,

105
R
evu

e gen
erale d

e d
roit

 
in
tern

ation
al pu

blic
(2001),

p
p
. 829-848.
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62
）

こ
の
よ
う
な
問
題
は
、
決
し
て
最
近
の
現
象
を
契
機
と
す
る
も
の
に
限
定
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
。
類
似
の
問
題
と
し
て
、
他
国
領
域
で
内
戦
や
反
政
府
活
動
に
従

事
す
る
集
団
を
支
援
す
る
こ
と
に
対
す
る
国
際
法
の
対
応
が
論
じ
ら
れ
て
き
て
い
る
。
た
と
え
ば
、B
ro
w
n
lie,

I.,
“In

tern
a
tio
n
a
l L

a
w
 
a
n
d
 
th
e A

ctiv
ities o

f
 

A
rm
ed B

a
n
d
s,”

7
T
h
e In

tern
ation

al an
d
 
C
om
parative L

aw
 
Q
u
arterly

(1958),
p
p
. 712-735.

63
）

た
と
え
ば
、B

eck
er,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 216-217.

64
）

国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
拠
点
国
と
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
集
団
と
の
関
係
や
そ
の
態
様
に
つ
き
、
い
く
つ
か
の
類
型
化
を
行
う
も
の
と
し
て
、ib

id
.,

p
p
. 240-249;

R
eis-

m
a
n
,
o
p cit.,

su
p
ra n

.
7,
p
p
. 30-57;

S
h
a
ch
ter,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
. 246.

65
）

類
似
の
見
解
や
二
〇
〇
一
年
九
月
一
一
日
同
時
多
発
テ
ロ
以
前
の
見
解
の
紹
介
も
含
め
て
、B

eck
er,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 170-176,

231-237.

66
）

領
域
支
配
の
能
力
や
国
際
テ
ロ
行
為
の
規
制
の
能
力
は
あ
っ
て
も
、
そ
の
意
思
を
欠
く
領
域
国
も
あ
る
。
が
、
そ
の
よ
う
な
領
域
国
は
、
相
当
の
注
意
に
よ
り
国
際

有
害
行
為
を
防
止
す
る
義
務
の
違
反
を
追
及
す
る
可
能
性
が
あ
ろ
う
。

67
）

国
際
テ
ロ
に
関
し
て
適
用
の
あ
る
特
別
な
条
約
上
の
義
務
の
違
反
を
問
う
こ
と
と
は
別
に
、
国
家
に
国
際
テ
ロ
を
帰
属
さ
せ
る
か
、
そ
れ
と
も
国
際
テ
ロ
を
か
く
ま

う
こ
と
で
拠
点
国
の
義
務
違
反
を
認
め
る
か
の
議
論
と
し
て
、D
u
p
u
y
,o
p cit.,su

p
ra n

. 7,p
p
. 7-11.

国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
拠
点
国
に
関
す
る
固
有
の
国
際
法
上
の
義
務

が
成
立
し
て
い
る
か
に
つ
き
検
討
す
る
も
の
と
し
て
、B
eck

er,
o
p
.
cit.,

su
p
ra n

.
7,
p
p
.
131-146;

S
ch
a
ch
ter,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 243-245;

C
o
n
d
o
relli,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
p
. 241-245.

68
）

た
と
え
ば
、B

eck
er,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
. 283

et seq
.

69
）

“R
ep
o
rt o

f th
e In

tern
a
tio
n
a
l L
a
w
 
C
o
m
m
issio

n o
n its th

irtieth sessio
n
,”
Y
earbook of T

h
e In

tern
ation

al L
aw
 
C
om
m
ission 1

9
7
8
( 1979),

V
o
l.
II,
P
a
rt T

w
o
,
p
. 83.

70
）

と
く
に
、
過
失
と
因
果
関
係
は
必
ず
し
も
厳
密
に
は
区
別
さ
れ
な
い
こ
と
を
示
す
実
践
や
そ
れ
を
示
唆
す
る
学
説
は
多
い
。
た
と
え
ば
、
山
本
、
前
掲
注
（
13
）
一

〇
六
頁
お
よ
び
そ
の
注
（
1
）；
A
ccio

ly
,
H
.,
“P
rin
cip

es g
en
era

u
x d

e la resp
o
n
sa
b
ilite

in
tern

a
tio
n
a
le d

’a
p
res la d

o
ctrin

e et la ju
risp

ru
d
en
ce,”

96
R
ecu

eil
 
d
es
 
cou

rs
(1959),

p
p
. 358-359;

C
h
en
g
,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
.
14,

p
p
. 249-251;

B
ed
erm

a
n
,
D
.
J.,

“C
o
n
trib

u
tely

 
F
a
u
lt a

n
d
 
S
ta
te

 
R
esp

o
n
sib
ility

,”
30
V
irgin

ia Jou
rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(1990),
p
. 347.

ロ
ワ
ジ
ド
ウ
事
件
に
つ
い
て
、
国
家
へ
の
行
為
帰
属
と
因
果
関
係
の
い
ず
れ
の

問
題
か
は
決
定
し
が
た
い
と
す
る
ク
ロ
フ
ォ
ー
ド
の
見
解
と
し
て
、A

/C
N
.
4
/4
9
0
/A
d
d
.
5
,
p
a
r.
211.

71
）

兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
三
五
頁
以
下
。

72
）

S
o
erin

g v U
n
ited K

in
g
d
o
m
,
S
eries A

,
N
o
. 161;

A
p
p
lica

tio
n N

o
.
14038/88,

28
In
tern

ation
al L

egal M
aterials

(1989),
p
. 1063

et seq
.

兼
原

「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
四
八
｜
二
五
二
頁
。

73
）

ソ
ー
リ
ン
グ
事
件
で
も
、
引
渡
し
国
に
人
権
保
護
義
務
の
違
反
が
あ
り
国
家
責
任
が
発
生
す
る
と
ま
で
は
、
明
確
に
述
べ
て
は
い
な
い
こ
と
な
ど
に
つ
き
、
兼
原

「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
四
八
｜
二
五
〇
頁
。

74
）

テ
ロ
リ
ス
ト
と
拠
点
国
と
の
関
係
の
態
様
を
類
型
化
す
る
例
と
し
て
、
上
注
（
64
）
の
文
献
を
参
照
。

75
）

過
失
責
任
説
と
客
観
説
と
の
対
立
を
検
討
す
る
の
が
本
稿
の
主
題
で
は
な
い
の
で
、
そ
れ
に
は
ふ
み
こ
ま
な
い
。
過
失
責
任
説
の
意
義
は
、
本
稿
の
観
点
か
ら
す
れ

36
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ば
、
法
実
証
主
義
の
規
範
論
理
重
視
の
立
場
に
対
し
て
、
個
別
具
体
的
な
有
害
行
為
を
め
ぐ
る
事
実
や
事
情
に
関
心
を
は
ら
う
点
に
あ
る
こ
と
を
述
べ
る
に
と
ど
め
て
お

く
。
領
域
使
用
の
管
理
責
任
原
則
、
国
際
環
境
損
害
防
止
原
則
と
い
っ
た
、
国
際
「
違
法
」
行
為
責
任
の
存
立
を
支
え
る
一
般
原
則
に
つ
き
、
そ
う
し
た
分
析
を
行
う
も

の
と
し
て
、
拙
稿
「
国
際
違
法
行
為
責
任
に
お
け
る
過
失
の
機
能
」
国
際
法
外
交
雑
誌
九
六
巻
六
号
（
一
九
九
八
年
）、
一
頁
以
下
。

76
）

領
域
主
権
に
基
づ
く
規
制
力
が
、
領
域
国
が
有
害
行
為
を
防
止
す
る
国
際
義
務
の
根
拠
で
あ
り
そ
の
違
反
に
つ
き
国
家
責
任
を
追
及
さ
れ
る
有
責
性
の
根
拠
で
あ
る

こ
と
は
、
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
以
来
、
伝
統
的
に
認
め
ら
れ
て
き
て
い
る
。
領
域
使
用
の
管
理
責
任
原
則
で
も
同
様
で
あ
る
。
そ
の
領
域
主
権
が
具
体
化
し
た
規

制
力
に
つ
い
て
は
、
意
義
の
相
対
化
な
い
し
は
減
少
が
進
行
し
つ
つ
あ
る
。
上
で
み
た
ソ
ー
リ
ン
グ
事
件
の
よ
う
な
実
践
も
、
ま
さ
に
そ
う
し
た
傾
向
を
も
つ
。
引
渡
し

請
求
国
に
対
し
て
被
請
求
国
は
規
制
力
を
も
た
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
請
求
国
に
よ
る
人
権
侵
害
に
つ
い
て
、
被
請
求
国
が
な
に
が
し
か
の
義
務
違
反
や
責
任
を
問
わ

れ
る
と
す
れ
ば
、
そ
の
根
拠
は
、
領
域
主
権
に
基
づ
く
規
制
力
に
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
う
し
た
意
味
で
、
領
域
主
権
と
そ
れ
に
基
づ
く
規
制
力
の

意
義
が
相
対
化
す
る
と
、
領
域
主
権
を
根
拠
と
す
る
国
際
義
務
と
そ
の
違
反
に
よ
る
国
家
責
任
と
い
う
法
実
証
主
義
の
論
理
も
ま
た
、
影
響
を
う
け
る
。
領
域
外
の
有
害

行
為
に
つ
い
て
も
、
た
と
え
ば
、
支
援
・
援
助
を
慎
む
こ
と
が
国
際
義
務
と
な
り
そ
の
違
反
に
よ
り
国
家
責
任
が
発
生
す
る
と
す
れ
ば
、
支
援
・
援
助
が
領
域
外
の
有
害

行
為
と
因
果
関
係
を
も
つ
こ
と
を
、
そ
の
よ
う
な
国
家
責
任
の
理
由
の
一
環
と
し
て
求
め
る
こ
と
も
で
き
る
。
換
言
す
れ
ば
、
領
域
主
権
と
そ
れ
に
基
づ
く
規
制
力
基
準

が
相
対
化
し
た
結
果
、
一
方
で
、
領
域
主
権
に
基
づ
く
抽
象
的
な
規
制
力
に
代
え
て
、
実
効
的
支
配
・
管
理
と
い
う
よ
う
に
規
制
力
の
内
容
が
具
体
化
さ
れ
、
指
示
・
指

揮
・
支
配
や
支
援
・
援
助
と
い
う
よ
う
に
、
国
家
と
有
害
行
為
と
の
関
わ
り
方
も
具
体
化
さ
れ
る
。
他
方
で
、
領
域
主
権
に
基
づ
く
規
制
力
に
代
え
て
、
個
別
具
体
的
な

有
害
行
為
と
国
家
行
為
の
関
わ
り
方
の
実
態
に
即
し
て
、
因
果
関
係
が
あ
る
場
合
に
つ
き
国
家
責
任
が
認
定
さ
れ
る
。
本
稿
で
検
討
し
た
因
果
関
係
論
は
、
こ
の
よ
う
に

浮
か
び
上
が
っ
て
き
た
因
果
関
係
の
機
能
に
着
目
す
る
も
の
と
も
い
え
よ
う
。
ジ
ェ
ノ
サ
イ
ド
条
約
適
用
事
件
判
決
は
、
同
条
約
一
、
三
条
に
は
領
域
に
よ
る
適
用
制
限

は
な
い
と
し
な
が
ら
、
処
罰
義
務
に
つ
い
て
は
領
域
に
よ
る
制
限
が
あ
る
と
し
た
、o

p
.
cit.,

su
p
ra n

.
6,
p
a
rs.

183-184.

な
お
、
領
域
と
い
う
基
準
の
相
対
化
と
い
う

と
き
に
、
領
域
以
外
の
場
所
で
あ
っ
て
も
、
当
該
「
場
所
」
に
実
効
的
支
配
な
ど
を
及
ぼ
し
て
い
る
こ
と
を
理
由
に
、
そ
こ
で
の
国
際
義
務
の
履
行
確
保
を
国
家
が
義
務

づ
け
ら
れ
る
と
い
う
意
味
と
、
他
国
領
域
内
で
他
国
民
に
よ
る
有
害
行
為
で
あ
っ
て
も
、
か
か
る
有
害
行
為
に
支
援
・
援
助
な
ど
を
与
え
な
い
義
務
を
国
家
が
負
う
場
合

と
で
は
、
意
味
が
相
違
し
う
る
こ
と
は
後
述
す
る
。
そ
の
い
ず
れ
で
あ
る
に
せ
よ
、
領
域
と
い
う
基
準
の
相
対
化
に
つ
き
論
ず
る
も
の
と
し
て
、D

ip
la
,
H
.,
“R
esp

o
n
-

sa
b
ilite

d
’eta

t et d
ro
its d

e
 
l’h
o
m
m
e:
l’a
rret d

e
 
la
 
co
u
r S

tra
sb
o
u
rg
 
en
 
l’a
ffa
ire
 
L
o
izid

o
u
 
c.
T
u
rq
u
e,”

50
R
evu

e
 
h
ellen

iqu
e
 
d
e
 
d
roit

 
in
tern

ation
al

(1997),
p
p
. 20-26;

H
o
o
g
h
,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 5,

p
p
. 286-288;

D
u
p
u
y
,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 5,

p
. 317;

L
u
sh
,
C
h
.
“T
h
e
 
T
errito

ria
l

 
A
p
p
lica

tio
n o

f th
e E

u
ro
p
ea
n C

o
n
v
en
tio
n o

n H
u
m
a
n R

ig
h
ts:

R
ecen

t C
a
ses,”

42
In
tern

ation
al an

d
 
C
om
parative L

aw
 
Q
u
arterly

(1993),
p
p
.

896-906；

兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
四
六
｜
二
六
三
頁
お
よ
び
そ
こ
に
挙
げ
た
文
献
を
参
照
。

77
）

兼
原
「
法
実
証
主
義
の
国
家
責
任
法
論
」
一
七
一
｜
一
七
八
頁
。

78
）

上
注
（
56
）（
57
）
参
照
。

79
）

Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
方
法
論
に
関
す
る
文
献
は
多
々
あ
る
が
、
最
近
の
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
以
下
を
挙
げ
て
お
く
。
Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
方
法
論
が
実
体
的
側
面
に
か
か
わ
ら
な
い

規
則
と
し
て
国
家
責
任
法
を
も
と
め
、
国
家
責
任
法
の
単
純
性
が
こ
の
方
法
論
に
よ
る
複
雑
性
と
抽
象
性
を
覆
い
隠
し
た
と
い
う
見
解
と
し
て
、C

a
ro
n
,
D
.
D
.,
“T
h
e

 
IL
C
 
A
rticles o

n S
ta
te R

esp
o
n
sib
ility

:
T
h
e P

a
ra
d
o
x
ica

l R
ela

tio
n
sh
ip b

etw
een F

o
rm
 
a
n
d A

u
th
o
rity

,”
A
m
erican

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al
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L
aw

(2002),
p
p
. 861-870.

類
似
の
見
解
と
し
て
、A

llo
t,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
p
. 12-16.

80
）

た
と
え
ば
、
関
連
す
る
一
次
規
則
上
の
義
務
を
み
な
け
れ
ば
、「
ど
の
国
家
」
が
義
務
を
負
う
か
を
特
定
で
き
ず
、「
ど
の
国
家
」
に
つ
い
て
、
そ
の
行
為
を
認
定
す

べ
き
か
検
討
す
る
指
針
を
え
ら
れ
な
い
と
い
う
疑
問
を
提
起
す
る
も
の
と
し
て
、C

h
risten

so
n
,
G
.
A
.,
“T
h
e D

o
ctrin

e o
f A

ttrib
u
tio
n in S

ta
te R

esp
o
n
sib
il-

ity
,”
in L

illich
,
R
.
B
.
ed
.,
In
tern

ation
al L

aw
 
of S

tate R
espon

sibility for
 
In
ju
ries to A

lien
s
(1983),

p
p
. 325-326;

C
h
risten

so
n
,
o
p cit.,

su
p
ra

 
n
. 5,

p
p
. 325-326;

C
o
n
d
o
relli,

L
.,
“L
’im

p
u
ta
tio
n a

l’eta
t d
’u
n fa

it in
tern

a
tio
n
a
lem

en
t illicite:

so
lu
tio
n
s cla

ssiq
u
es et n

o
u
v
elles ten

d
a
n
ces,”

R
ecu

eil d
es cou

rs
(1988),

p
. 96;

C
o
n
d
o
relli,

o
p cit.,

su
p
ra n

. 7,
p
. 234.

や
や
異
な
る
観
点
か
ら
で
は
あ
る
が
、
国
家
に
よ
る
有
害
行
為
へ
の
関
与
は
「
程
度

や
強
さ
」
で
語
ら
れ
う
る
が
、
国
際
違
法
行
為
が
あ
れ
ば
国
家
が
直
接
国
際
義
務
違
反
を
し
た
と
さ
れ
る
の
で
あ
り
、
行
為
帰
属
は
「
直
接
」
の
帰
属
の
有
無
と
い
う
論

理
枠
組
し
か
も
た
な
い
こ
と
を
示
唆
す
る
も
の
と
し
て
、F

o
x
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 151-152.

81
）

Ib
id
.

82
）

国
家
の
規
制
力
を
具
体
化
し
た
基
準
と
し
て
の
実
効
的
支
配
に
せ
よ
、
個
別
具
体
的
な
有
害
行
為
や
そ
の
実
行
主
体
へ
の
指
示
・
指
揮
・
支
配
に
せ
よ
、
そ
れ
ら
が

一
次
規
則
上
の
国
際
義
務
の
内
容
に
依
拠
す
る
こ
と
を
論
ず
る
も
の
と
し
て
、
た
と
え
ば
、K

ress,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
p
. 123-124.

同
様
に
、
二
次
規
則
で
あ
る

行
為
帰
属
論
が
一
次
規
則
の
内
容
を
補
完
し
内
容
を
具
体
化
・
詳
細
化
す
る
と
い
う
指
摘
と
し
て
、D

u
p
u
y
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 5,
p
. 318.

83
）

上
注
（
51
）
参
照
。

84
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 2,
p
a
rs.

93-110.

85
）

た
だ
し
、
国
家
行
為
に
義
務
を
課
し
て
そ
の
違
反
に
よ
る
国
家
責
任
を
追
及
す
る
か
、
そ
れ
と
も
、
個
人
の
国
際
義
務
違
反
に
つ
き
国
際
刑
事
責
任
を
追
及
す
る

か
、
そ
の
い
ず
れ
が
、
国
際
法
の
目
的
の
達
成
に
と
り
実
効
的
で
あ
る
か
と
い
っ
た
問
題
に
国
際
法
学
が
直
面
し
て
い
く
こ
と
に
つ
い
て
は
、
上
注
（
60
）
参
照
。

86
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 2,
p
a
rs.

113-122,
216-220,

254-256.

87
）

43
In
tern

ation
al L

egal M
aterials

(2004),
p
a
rs.

155-159.

88
）

類
似
性
を
も
ち
う
る
問
題
と
し
て
、
他
国
領
域
内
で
行
動
す
る
武
装
集
団
（a

rm
ed
 
b
a
n
d

）
に
関
す
る
国
家
責
任
と
い
う
問
題
が
あ
る
こ
と
に
つ
き
、
上
注

（
62
）
参
照
。

89
）

も
っ
と
も
、
国
家
責
任
の
強
化
が
国
家
に
よ
る
義
務
違
反
の
抑
止
に
つ
な
が
る
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
国
家
責
任
法
が
援
用
さ
れ
る
こ
と
は
多
く
な
い
と
い
う

指
摘
も
あ
る
、Z

em
a
n
ek
,
K
.,
“D
o
es th

e P
ro
sp
ect o

f In
cu
rrin

g R
esp

o
n
sib
ility Im

p
ro
v
e th

e O
b
serv

a
n
ce o

f In
tern

a
tio
n
a
l L
a
w
?”
in R

a
g
a
zzi,

M
.

ed
.
In
tern

ation
al R

espon
sibility T

od
ay
―
E
ssays in

 
M
em
ory of O

scar
 
S
h
ach

ter
(2005),

p
. 125

et seq
.

90
）

兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
六
三
頁
以
下
。

91
）

同
上
。
壁
事
件
に
つ
き
、o

p cit.,
su
p
ra n

. 87,
p
a
rs.

155-159.

92
）

上
注
（
76
）
参
照
。

93
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 2,
p
a
rs.

109-110,
115-116.

94
）

外
交
機
関
や
軍
隊
が
外
国
領
域
で
行
動
す
る
場
合
な
ど
は
、
そ
の
典
型
で
あ
る
。
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95
）

逆
に
、
あ
る
国
家
の
国
籍
を
も
つ
領
事
の
行
為
で
あ
っ
て
も
、
当
該
行
為
の
時
点
で
実
質
的
に
当
該
国
家
を
代
表
し
て
い
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
国
家
へ
の
行
為
帰

属
が
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
例
も
あ
る
、C

h
en
g
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 14,
p
. 192.

96
）

D
ip
la
,
o
p cit.,

su
p
ra n

. 76,
p
p
. 20-26.

97
）

O
p cit.,

su
p
ra n

. 87,
p
a
rs.

109-111.
98
）

兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
六
三
｜
二
六
五
頁
。

99
）

S
ta
h
n
,
C
.,
“R
esp

o
n
sib
ility to P

ro
tect:

P
o
litica

l R
h
eto

ric o
r E

m
erg

in
g L

eg
a
l N

o
rm
?”
A
m
erican

 
Jou

rn
al of In

tern
ation

al L
aw

(2007),

p
p
. 99-120.

100
）

Ib
id
.,
p
. 118；

兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
三
六
｜
二
三
八
、
二
六
三
｜
二
六
四
頁
。

五

お

わ

り

に

本
稿
で
は
、
最
近
の
行
為
帰
属
を
め
ぐ
る
実
践
や
学
説
を
素
材
と
し
て
、
行
為
帰
属
要
件
の
洗
練
と
い
う
視
点
と
は
違
え
て
、
行
為

帰
属
論
の
展
開
が
国
家
責
任
法
の
い
か
な
る
動
向
を
示
唆
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
て
き
た
。
そ
の
結
果
、
国
内
法
上
の
国

家
機
関
の
行
為
と
い
う
主
体
基
準
に
加
え
て
、
国
家
と
有
害
行
為
お
よ
び
そ
の
実
行
主
体
と
の
関
わ
り
方
を
き
め
細
や
か
に
考
慮
す
る

こ
と
の
で
き
る
基
準
に
よ
り
、
国
家
行
為
が
認
定
さ
れ
る
傾
向
が
ま
す
ま
す
強
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
み
た
。
そ
れ
は
、
た
と
え
ば
国
際

テ
ロ
に
つ
き
典
型
的
で
あ
る
よ
う
に
、
国
家
と
有
害
行
為
を
実
行
す
る
非
国
家
主
体
と
の
関
係
の
あ
り
方
が
、
ま
す
ま
す
多
様
化
す
る

現
代
国
際
・
国
内
社
会
の
特
徴
を
み
す
え
て
、
こ
れ
に
行
為
帰
属
論
が
対
応
し
た
も
の
と
評
価
で
き
る
。
国
際
法
の
主
体
で
あ
り
国
際

違
法
行
為
能
力
を
も
つ
主
体
が
主
権
国
家
に
限
定
さ
れ
て
い
る
段
階
で
、
そ
れ
で
も
な
お
、
国
家
と
非
国
家
主
体
と
の
関
係
の
あ
り
方

に
国
家
責
任
法
が
重
大
な
関
心
を
払
う
こ
と
に
よ
り
、
一
層
、
実
効
的
な
国
家
責
任
法
を
構
築
し
よ
う
と
し
て
い
る
と
も
い
え
よ
う
。

ま
た
、
行
為
帰
属
論
が
、
領
域
基
準
の
相
対
化
と
い
う
国
際
法
の
一
般
的
発
展
を
促
進
し
そ
れ
と
並
行
す
る
と
と
も
に
、
国
内
的
に
も

国
際
的
に
も
国
際
義
務
の
履
行
を
確
保
し
、
義
務
の
実
効
性
を
増
大
す
る
機
能
を
は
た
し
う
る
こ
と
を
み
た
。
そ
れ
は
、
国
家
責
任
法
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が
国
際
法
の
動
向
と
連
動
し
つ
つ
、
国
際
法
の
目
的
の
達
成
に
資
す
る
よ
う
に
展
開
し
て
き
て
い
る
こ
と
を
顕
著
に
物
語
っ
て
い
る
と

い
え
よ
う
。

そ
し
て
、
そ
の
よ
う
な
国
家
責
任
法
論
は
、
法
実
証
主
義
の
規
範
論
理
に
重
点
を
お
く
国
家
責
任
法
論
へ
の
重
大
な
楔
を
打
ち
込
む

こ
と
を
も
意
味
し
、
む
し
ろ
そ
れ
に
よ
っ
て
こ
そ
、
こ
こ
で
述
べ
た
よ
う
な
新
た
な
動
向
を
も
つ
国
家
責
任
法
へ
と
脱
皮
し
つ
つ
あ
る

の
で
あ
る
。
法
実
証
主
義
の
根
本
で
あ
り
、
最
近
の
行
為
帰
属
論
が
疑
問
を
突
き
つ
け
る
の
は
、
具
体
的
に
は
、
国
家
と
個
人
を
異
な

る
平
面
に
お
く
と
い
う
前
提
か
ら
純
粋
に
論
理
的
に
導
か
れ
る
、
国
家
行
為
と
個
人
行
為
と
の
間
に
い
わ
ば
断
絶
を
導
入
す
る
こ
と
に

対
し
て
で
あ
り
、
有
害
行
為
や
そ
の
実
行
者
と
国
家
と
の
関
わ
り
方
と
い
う
実
態
へ
の
関
心
の
希
薄
さ
に
対
し
て
で
あ
る
。
さ
ら
に

は
、
国
家
責
任
法
を
二
次
規
則
と
す
る
方
法
論
が
、
一
次
規
則
上
の
国
際
義
務
と
そ
れ
ら
が
反
映
す
る
国
際
社
会
の
価
値
・
利
益
・
政

策
か
ら
国
家
責
任
法
の
関
与
を
遮
断
し
、
国
家
責
任
法
を
規
範
論
理
に
収
斂
さ
せ
る
こ
と
か
ら
の
脱
却
が
、
確
か
に
図
ら
れ
よ
う
と
し

て
い
る
。

あ
る
い
は
こ
う
し
た
国
家
責
任
法
の
、
い
わ
ば
、
目
的
志
向
的
発
展
は
、
国
家
責
任
法
一
般
に
つ
い
て
同
じ
進
度
で
実
現
し
て
い
く

の
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
た
と
え
ば
、
国
際
人
権
保
障
、
人
道
法
、
国
際
テ
ロ
リ
ズ
ム
へ
の
対
処
な
ど
の
固
有
の
分
野
で
、
先
行

し
て
そ
の
よ
う
な
発
展
が
み
ら
れ
る
の
か
も
し
れ

101
）

な
い
。

そ
う
で
あ
る
と
し
て
も
、
本
稿
で
み
た
行
為
帰
属
論
が
与
え
る
目
的
志
向
的
な
国
家
責
任
法
論
へ
の
契
機
や
、
法
実
証
主
義
の
国
家

責
任
法
論
へ
の
挑
戦
の
意
義
は
否
定
さ
れ
な
い
の
で
あ
り
、
最
近
の
実
践
が
示
し
た
行
為
帰
属
を
認
定
す
る
基
準
群
の
精
密
化
や
国
家

機
関
基
準
の
重
み
の
再
考
も
含
め
て
、
一
層
の
促
進
を
要
請
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
て
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
こ
に
挙
げ

た
分
野
は
、
ま
さ
に
国
家
と
非
国
家
主
体
と
の
関
わ
り
方
に
お
い
て
現
代
的
な
特
徴
を
濃
厚
に
も
っ
て
お
り
、
そ
こ
で
の
国
家
責
任
法

の
対
応
は
、
国
家
責
任
法
を
今
後
め
ざ
す
べ
き
方
向
へ
と
誘
導
し
て
い
く
と
も
期
待
さ
れ
る
。
し
か
も
、
行
為
帰
属
論
以
外
の
問
題
で

も
、
目
的
志
向
性
を
帯
び
た
国
家
責
任
法
論
が
現
れ
て
き
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
国
家
犯
罪
概
念
の
導
入
は
実
現
し
な
か
っ
た
が
、
本
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来
的
に
「
事
後
」
救
済
の
法
理
と
さ
れ
て
き
た
国
家
責
任
法
に
、
違
法
行
為
中
止
や
再
発
防
止
保
証
の
よ
う
な
機
能
を
期
待
す
る
議
論

は
そ
の
好
例
と
も
考
え
ら

102
）

れ
る
。

国
際
法
が
現
代
的
課
題
に
対
処
し
な
が
ら
変
質
を
と
げ
て
い
く
こ
と
に
対
応
す
る
た
め
に
、
法
実
証
主
義
の
規
範
論
理
の
呪
縛
を
と

か
れ
た
国
家
責
任
法
の
構
築
は
、
国
家
責
任
法
論
に
依
然
と
し
て
課
さ
れ
て
い
る
課
題
と
い
え
よ
う
。

101
）

D
ip
la
,
o
p
 
cit.,

su
p
ra
 
n
. 5;

た
と
え
ば
、
人
権
保
障
の
分
野
で
の
国
家
の
行
為
を
分
析
す
る
も
の
と
し
て
、S

h
elto

n
,
D
.,
“Ju

d
icia

l R
ev
iew

 
o
f S

ta
te

 
A
ctio

n
 
b
y
 
In
tern

a
tio
n
a
l C

o
u
rts,”

12
F
ord

h
am
 
In
tern

ation
al L

aw
 
Jou

rn
al

(1989),
p
p
. 361-398;

S
h
elto

n
,
D
.,
“P
riv
a
te
 
V
io
len

ce,
P
u
b
lic

 
W
ro
n
g
s,
a
n
d th

e R
esp

o
n
sib
ility o

f S
ta
te,”

13
F
ord

h
am
 
In
tern

ation
al L

aw
 
Jou

rn
al
(1989-1990),

p
p
. 1-34.

102
）

国
家
責
任
条
文
が
、
違
法
行
為
中
止
お
よ
び
再
発
防
止
保
証
の
請
求
を
規
定
し
た
こ
と
の
意
義
に
つ
き
、
兼
原
「
履
行
確
保
の
義
務
」
二
七
九
頁
以
下
参
照
。
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行為帰属論の展開にみる国家責任法の動向（兼原敦子)
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